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インドネシア：再生した亀裂投票と不明瞭な業績投票
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序論

　選挙・投票行動研究は，現代政治学の主要な研究分野のひとつとして，民

主主義の機能と動態に関する多くの新たな知見をこれまで生み出してきた。

ところが，アジア諸国については，インドなど長い民主主義の歴史を持つ国

を例外として，計量的手法を使った本格的な選挙・投票行動研究は散見され

るほどしかない（詳細は，本書第 1章総論参照）。本章は，アジア地域のなか

でも最も近年に民主化したインドネシアにおける選挙を分析することで，そ

のような研究の空白を埋めることを目指す。

　インドネシアでは，1955年総選挙から2004年総選挙まで，過去 9回の選挙

が実施されてきた。最初の1955年総選挙は，独立直後の議会制民主主義体制

下で行われた。しかし，1959年に始まったスカルノ初代大統領による権威主

義体制下では，選挙は一度も実施されなかった。その後のスハルトによる権

威主義体制下で実施された 6回の選挙は，政府による監視と干渉の常態化し

た非民主的な選挙であった。この間，計量的手法を使ったいくつかの注目す

べき研究も生み出されたが，本格的な選挙・投票行動研究を行うような政治

状況にはなかった。

　1998年 5月，アジア通貨危機を発端とする経済危機とそれにともなう政治

的混乱のなか，スハルト大統領が辞任し，インドネシアでも民主化が始まっ
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た。1999年には民主化後初の議会総選挙が実施された。2004年には，民主化

後 2度目の議会総選挙と史上初の大統領直接選挙が平和裡に実施されたこと

で，インドネシアにおいても民主的な選挙が安定的，継続的に実施される目

途が立った。

　こうしてインドネシアが民主主義体制の「移行」過程から「定着」の過程

に入ったことで，インドネシアの政治研究においても本格的な投票行動に関

する研究を進めるための環境が整ってきた。しかも，民主主義体制への移行

過程完了のメルクマールとなった2004年総選挙は，既存のインドネシアの選

挙・投票行動研究に対して新たな視角の必要性を迫るものとなった。これま

での研究では，世俗主義対イスラームという社会宗教的な亀裂（インドネシ

ア研究では，これが「アリラン」として概念化された。詳細は，本章第 1節第 2

項で論じる）が有権者の政党支持を固定化させていると了解されてきたが，

2004年議会総選挙での既存政党の敗北と新党の躍進，大統領選挙における既

存政党に属さない候補者の圧勝といった現象は，亀裂にもとづく政党支持と

いう枠組みからだけでは十分に説明できないという議論を生んだ。その意味

で，既存の投票行動に関する分析枠組みを批判的に検討することを通じて，

民主化後の選挙を説明するための新しいモデルの構築がいま求められている。

　民主化後の 2度の選挙で観察された有権者の投票行動の流動化は，何を意

味しているのであろうか。1950年代の政治を強く規定した「アリラン」とい

うインドネシア独自の亀裂は，いまでも同国の投票行動を規定しているとい

えるのだろうか。それとも，40年あまりにわたった権威主義体制下での政治

社会変動や経済発展を経て，伝統的な社会宗教的亀裂はもはや政治的有効性

を失っているのであろうか。1999年総選挙においても，2004年総選挙におい

ても選挙時の与党が敗北を喫したという事実は，有権者が政府の業績を判

断・評価して投票する「業績投票」の出現を意味しているといえるだろうか。

1999年と2004年の選挙をみたとき，前者の「亀裂投票」と後者の「業績投

票」の関係はどのようになっているのだろうか。本章は，新興民主主義国の

ひとつであるインドネシアにおける投票行動を，上記のような観点から分析
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していくことを目的とする。

　本章の構成は以下の通りである。第 1節では，インドネシアにおける選挙

の歴史と制度を概観したうえで，投票行動に関する先行研究を批判的に検討

する。第 2節では，本章における分析手法と利用するデータについて説明す

る。第 3節では，1999年と2004年総選挙における投票行動を亀裂と業績評価

の 2つの側面から分析する。最後に，結論部では分析結果をまとめ，民主化

後の選挙からみえてきたインドネシアの投票行動の特質と今後の課題を述べ

る。

第 1節　インドネシアにおける選挙と投票行動研究⑴

1．選挙の歴史と制度

　1945年 8月17日，日本の敗戦を受けて独立を宣言し， 4年間にわたる対オ

ランダ独立戦争を闘ったインドネシアで最初の選挙が実施されたのは1955年

9月29日のことであった。民主的に実施されたこの選挙には，178以上の政

党・団体等が候補者を立て，そのうち28の政党・団体等が議席を獲得した。

得票率ベースの有効選挙政党数は6.3政党であった⑵。このうち過半数を制す

る政党は出現せず，イデオロギー指向の異なる 4つの政党がほぼ同じ得票率

で並立するという結果が出た。

　その 4大政党とは，スカルノ（Soekarno）初代大統領が設立した世俗民族

主義系のインドネシア国民党（Partai Nasional Indonesia：PNI，得票率22.3％），

近代主義イスラームを標榜するマシュミ（Masyumi，同20.9％），同国最大の

イスラーム教組織を支持母体とし，伝統主義イスラームを標榜するナフダト

ゥル・ウラマー（Nahdlatul Ulama：NU，同18.4％），そしてインドネシア共産

党（Partai Komunis Indonesia：PKI，同16.4％）である。
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　 4大政党間での勢力均衡は，政局の不安定，国家統合の危機といった問題

を惹起し，ついには民主主義体制の崩壊と権威主義体制の樹立につながった。

1959年に始まったスカルノによる「指導される民主主義」（Demokrasi Ter-

pimpin）という名の権威主義体制下では，選挙は一度も実施されなかった。

1966年に発足したスハルトによる「新体制」（Orde Baru）下では，1971年か

ら1997年にかけて合計 6回の選挙が実施されたが，参加政党は政府党のゴル

カル（Golkar：Golongan Karya，職能集団），世俗民族主義系のインドネシア民

主党（Partai Demokrasi Indonesia：PDI）とイスラーム系の開発統一党（Partai 

Persatuan Pembangunan：PPP）に制限され，政府による厳しい選挙干渉，投

票誘導，投票監視のもとで行われた非民主的な選挙であった⑶。そのような

選挙操作によって，いずれの場合も，ゴルカルが60～75％の得票で必ず勝利

する仕組みが作り上げられたのである。

　インドネシアで再び民主的な選挙が実施されたのは，スハルト政権が崩壊

してからおよそ 1年後の1999年 6月 7日のことであった。44年ぶりに自由で

公正な選挙が行われ，参加48政党のうち21政党が議席を獲得した（有効選挙

政党数は5.1）。第 1党には，国民党の流れをくみ，民主化のシンボルであっ

たスカルノの長女メガワティ・スカルノプトゥリ（Megawati Soekarnoputri）

を党首に戴く闘争インドネシア民主党（Partai Demokrasi Indonesia Perjuangan：

PDIP。以下，闘争民主党と略）がなった（得票率33.7％）。一方，スハルト時代

の与党であるゴルカル党は第 2党に沈んだ（同22.4％）。イスラーム系政党が

多数参加したのも1999年総選挙の特徴であった。第 3党から第 6党まではい

ずれもイスラーム系政党が占め，全イスラーム系政党の合計得票率は37.6％

となった。

　2004年 4月 5日には任期満了にともなう民主化後 2度目の議会総選挙が実

施された。インドネシアで初めて，民主的に選出された議員と民主的に樹立

された政権に対して国民が審判を下したのである。この選挙では，1999年の

総選挙時に主要政党として登場したいずれの政党も支持を減少させた。特に，

闘争民主党は得票率を18.5％と大幅に減らし，第 1党の座をゴルカル党（得
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票率21.6％）に譲った。一方，主要政党が失った票を獲得したのが新しく登

場した政党である。特に，スシロ・バンバン・ユドヨノ（Susilo Bambang 

Yudhoyono）大統領を実現するための政治マシーンとして設立された世俗主

義系の民主主義者党（Partai Demokrat：PD）と，大学キャンパスでの宗教運

動を母体とする福祉正義党（Partai Keadilan Sejahtera：PKS）が，それぞれ第

5党（得票率7.5％），第 6党（得票率7.3％）に食い込み，注目を集めた（過去

の選挙結果については，表 1参照）。

　いずれの選挙も，制度としては比例代表制が採用されている。議席配分は，

州を基本単位とした選挙区⑷における有効投票総数を議員定数で割って当選

基数を計算し（ヘア式），各党の総得票数に対して当選基数ごとに 1議席を

与えていく最大剰余法にもとづいて決定される。しかし，1971年総選挙から

1999年総選挙までは，各県・市から必ずひとりの候補者が議員として選出さ

れることが規定されていた。また，2004年総選挙からは，候補者名簿が拘束

式から非拘束式に変更されている。

2．投票行動研究とアリラン・ポリティクス

　これまでのインドネシアの選挙・投票行動研究は，アリラン・ポリティク

スという概念をめぐって展開されてきた。アリラン（aliran）とは，「潮流，

方向性」といった意味のインドネシア語であるが，これをインドネシアの歴

史と伝統のなかで独自に発展した社会宗教的な亀裂と政党システム・政党支

持の関係を表すものとして概念化したのがギアツ（Clifford Geertz）であった。

　ギアツ（Geertz［1976］）は，ジャワの社会構造を分析するにあたって，ジ

ャワ社会が経験した文化変容によってもたらされた亀裂を 3つに類型化した

（表 2）。それによれば，ジャワ社会は，イスラーム教徒だが伝統的習俗も信

仰する農民らからなる「アバンガン」（abangan），ヒンドゥー文化と仏教文

化の影響を強く受けた王宮貴族，官僚らからなる「プリヤイ」（priyayi），そ

して敬虔なイスラーム教徒で商業に従事する「サントリ」（santri）から構成
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されている。これらの亀裂は政治的指向の違いとなって現れ，政党を中心に，

それぞれの社会宗教的な亀裂に沿って大衆が組織化される。ギアツは，この

ような同一のイデオロギー的傾向を持つ組織の結合体を「アリラン」と定義

し，このアリランこそがインドネシア政治を規定するものだと主張した。具

体的には，イスラーム教徒であっても宗教的には敬虔ではない，もしくは政

治的宗教性が低いアバンガンとプリヤイが世俗主義系政党を支持する一方，

敬虔なイスラーム教徒であるサントリがイスラーム系政党を支持するという

のである。

　このアリラン・ポリティクスの概念を使って初めてインドネシアにおける

選挙を分析したのがフィースである（Feith［1957］）。1955年総選挙の結果を

分析したモノグラフのなかで，フィースは，その投票結果に大きな地域的な

偏りがあることに注目し，サントリとアバンガンという亀裂と少数民族の存

在が（イスラーム系）宗教政党と非宗教政党に対する投票というかたちとな

って現れるとともに，階級（鉱山労働者，農業労働者といった下層民と政府官

僚機構の担い手であるパモン・プラジャらの旧中産階層）という要因が非宗教政

党内での共産党と国民党に対する投票分化につながったと考えた（Feith

［1957: 77-91］）。つまり，下層のアバンガンと少数民族が共産党を，中上層

のプリヤイが国民党を支持した一方，サントリがイスラーム系政党の NUと

マシュミを支持した，とフィースは結論付けた。世俗主義とイスラームとい

う国家の根本的なあり方を規定する政治イデオロギー的対抗軸を中心にして，

地域や社会文化，階級といった社会的亀裂が組み合わされて政党支持が規定

され，政党システムが形成されたというのである。

表 2　ギアツによるジャワ社会の 3類型

類型 宗教的伝統 社会構造 政党支持
アバンガン アニミズム 村落（デサ） 共産党
プリヤイ ヒンドゥー・仏教的世界観 政府官僚制（ヌガラ） 国民党
サントリ イスラーム 市場（パサール） マシュミ，NU

（出所）　川村［2008: 49］。
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　このアリランというインドネシアの歴史と伝統のなかで独自に発展した亀

裂が，有権者の政党支持を形成してきたというアリラン・ポリティクス分析

は，亀裂と投票行動の関係を明らかにしたという点で，リプセットとロッカ

ンの社会学的モデル（Lipset and Rokkan eds.［1967］）と同じ流れのなかに位

置付けられるといえる。その後，この「アリラン」の概念は，インドネシア

の選挙・投票行動を分析する基本的な枠組みとなった⑸。

　政党システムの大きな変動（政府党ゴルカルの誕生と共産党の消滅）と政府

による厳しい監視・干渉のもとで行われたスハルト体制期の選挙を研究する

際にも，社会宗教的な亀裂―なかでも，サントリとアバンガンの間での政

党支持の違い―の有効性が引続き議論の焦点となった。サントリとアバン

ガンの間の亀裂は，イスラーム主義か世俗主義かという，インドネシアの国

民統合原理をめぐる思想的対立を直接的に反映するものだったからである。

　たとえば，インドネシアにおける投票行動研究に初めて計量的分析手法を

導入したガファールは，中部ジャワにおけるフィールド・サーベイから得ら

れた世論調査データの分析から，サントリ，アバンガンという社会宗教的信

条が投票行動に及ぼす影響が最も大きいことを明らかにした（Gaffar［1992］）。

また，スハルト体制下における1977年総選挙から1992年総選挙までの 4回の

選挙における投票行動を集計データを使って計量的に分析したマラランゲン

も，影響力は減じつつあるものの，サントリ・アバンガンという要因は政党

帰属意識に次いで投票行動を規定する力を持っていることを明らかにした

（Mallarangeng［1997］）。行政機構と一体化した政府党ゴルカルの登場とそれ

に対する継続的に高い支持についても，ゴルカルが旧共産党系住民や下級役

人などの支持を取り込んでアバンガンの政党として立ちあらわれたとする見

方も示された（たとえば，Mackie［1974］，Ward［1974］）。

　一方，アリラン・ポリティクスが投票行動を規定する力に疑問を投げかけ

る研究も提示された。たとえば，ジャワと外島の間の亀裂に注目したスルヤ

ディナタ（Suryadinata［1982］），地方エリートが中央政府からの開発予算の

増額獲得を目論んで展望的投票（prospective voting）を行ったとしたキングと
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ラシド（King and Rasjid［1988］），ゴルカルに対する強制的・非強制的投票誘

導を指摘した西原（Nishihara［1972］），リドル（Liddle［1973］），ダーム（Dahm

［1974］），投票行動のパトロン・クライアント的側面の強さを計量的に明ら

かにしたクリスティアディ（Kristiadi［1996］）らがその代表である。

　1999年，44年ぶりに民主的な総選挙が行われたことを受け，有権者の投票

行動に対する関心も高まったが，分析の焦点となったのは，1955年総選挙以

降，権威主義的政権によって政治の舞台に登場することを封じられてしまっ

たアリラン・ポリティクスが復活するか否かであった。質的分析では，1999

年総選挙を分析したスルヤディナタ（Suryadinata［2002］），トゥルムディ

（Turmudi［2004］），Lanti［2001］や，2004年総選挙を分析した白石［2004］，

川村［2005a］らが，サントリ・アバンガンという社会宗教的な亀裂が投票

行動の規定要因となっていることに変化はないと主張した。

　つまり，1955年総選挙におけるマシュミ，NU，国民党，共産党という 4

大政党のうち共産党はもはや存在せず，それぞれの政党名も変わったが，イ

スラーム系の開発統一党，国民信託党（Partai Amanat Nasional：PAN），月星

党（Partai Bulan Bintang：PBB），民族覚醒党（Partai Kebangkitan Bangsa：PKB）

がサントリを代表する一方，世俗主義系の闘争民主党がアバンガンを代表す

る政党として登場したというわけである。全国レベルの集計データでみても，

全イスラーム系政党の得票率は1999年総選挙では37.6％，2004年総選挙では

38.3％と， 2回の選挙を通じてほぼ同じ水準を保っていることから，民主化

後もアリラン・ポリティクス―つまり，亀裂にもとづいた投票行動―は

有効である（川村［2004: 39］）という議論は根強い⑹。

　一方，民主化後の選挙でイスラーム系政党が敗北した背景を分析したバシ

ャイブとアビディン（Basyaib and Abidin eds.［1999］）やハリス（Haris［2004］）

らは，経済社会の変容にともなってサントリの政治的指向が変化しつつある

ことを指摘し，間接的ながらアリラン・ポリティクス概念の有効性に疑問を

投げかけている。

　民主化後に本格化したインドネシアの選挙・投票行動に関する計量的分析
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でも，アリラン・ポリティクスが現在でも投票行動を規定しているかどうか

という点に関しては議論が分かれている。キング（King［2003］），アナンタ

ら（Ananta et al.［2004］），バスウェダン（Baswedan［2004］）などの研究は，

明示的ではない場合もあるが，サントリ・アバンガンという亀裂が投票行動

に影響を及ぼしていることを明らかにしている⑺。一方，全国規模の世論調

査データを用いたインドネシアで最初の投票行動研究ということで注目され

るリドルとムジャニの研究は（Liddle and Mujani［2007］），アリランよりも党

首評価や政党帰属意識といった要因のほうが投票行動に影響を与えていると

結論付けている⑻。また，東方［2005］は，アリラン・ポリティクスを分析

概念として使っているわけではないが，2004年総選挙における貧困層の闘争

民主党離れという現象について，貧困率をその地域の経済水準を示す変数と

して捉え直せば，有権者が経済投票を行ったといえるのではないかと指摘し

ている。

　前記のようにアリラン・ポリティクスの有効性に関する議論が続くなか，

2004年総選挙は，インドネシアの選挙・投票行動研究に新たな視角が必要で

あることを提起した。これまでの研究では，有権者の政党支持は亀裂の拘束

を受けて固定的であると考えられてきたが，2004年議会総選挙での新党の躍

進は，それに疑問を投げかけるものであった。振り返ってみれば，1999年総

選挙における闘争民主党の圧勝も，2004年総選挙における新党現象と同じ枠

組みのなかで理解されるべきかもしれないのである。

　それでは，民主化後に有権者の投票行動が流動化したという現象は，どの

ような枠組みから理解されるべきものなのだろうか。1999年総選挙における

ゴルカル党の敗北，2004年総選挙における闘争民主党の敗北は，選挙時の政

権与党に対する業績投票のあらわれだといえるのだろうか。次節以降では，

アリラン・ポリティクスとして概念化された亀裂にもとづく投票行動が1999

年以降の選挙でも観察されるのか，民主化後に業績評価にもとづいた投票行

動が発生していたのかという点を計量的に明らかにしていく⑼。
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第 2節　方法論

1．仮説と分析手法

　本章が分析対象とする選挙は，民主化後に行われた1999年と2004年の 2回

の議会総選挙である⑽。この 2回の総選挙の特徴は，政党支持が大きく変動

したことであった。前述のように，1999年総選挙では，スハルト時代の政府

党ゴルカル党が大敗して第 2党になった一方，弱小野党だった闘争民主党が

民主化の波に乗って第 1党に躍進した。しかし，それから 5年後の2004年総

選挙では，闘争民主党が大きく支持を減らして第 1党の座から滑り落ち，ゴ

ルカル党が第 1党に返り咲いた。闘争民主党の敗北は，2001年から 3年間大

統領として政権を握った党首メガワティが，経済危機からの回復と成長軌道

への復帰という国民の期待に応えられなかったためといわれた。しかし，政

権への関与の如何にかかわらず，他の主要政党も得票を漸減させるものが多

かった。これらの主要政党に代わって支持を集めたのが，既存の政治的・社

会的支持基盤に依存しない新党であった。

　この結果からは，民主化後インドネシアの有権者が政権に対する業績評価

にもとづいて投票を行っているようにみえる。つまり，1997～1998年のアジ

ア通貨危機を発端とした経済危機の責任を問われるかたちで1999年総選挙で

はゴルカル党が敗北をし，2004年総選挙ではメガワティ大統領を党首とする

闘争民主党を筆頭に，政権参加した主要政党が経済回復の遅れから支持を失

ったと考えられそうである。

　一方で，民主化後に主要政党として政治の舞台に参入した各政党の地盤，

支持組織などの特徴は，1950年代以来のサントリとアバンガンの対立軸を反

映してイスラーム系と世俗主義系では大きく異なっており，社会宗教的な亀

裂にもとづく投票の根強さも観察される。2004年に既存政党に対する不信を
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背景に登場した新党にイスラーム系政党と世俗主義系政党がそれぞれ 1党ず

つ存在することは，浮動票についても亀裂型投票の特徴を有しているのかも

しれない。

　そこで本章では，次のような 2つの仮説にもとづいて分析を進めることと

する。第 1の仮説は，有権者の属している民族，宗教といった亀裂にもとづ

く投票行動は少なくとも短期的には固定的である，というものである。いい

換えるならば，インドネシアの有権者は，民主化後においても，サントリ・

アバンガンの議論にみられるように，社会宗教的な亀裂にもとづいてイスラ

ーム系と世俗主義系の政党に投票する。具体的には，より敬虔なイスラーム

教徒（サントリ）はイスラーム系政党に，イスラーム教徒ながらヒンドゥー

教や自然宗教的要素を濃く残すジャワ文化を自己アイデンティティとするジ

ャワ人（アバンガン）や非イスラーム教徒は世俗主義系政党に投票する傾向

が強く，この傾向は短期間では変わらないと仮定して検証を行う。

　第 2は，亀裂投票がいまだ有効である一方，投票流動性の大きさに表れて

いるように，有権者は選挙時の政権の業績評価にもとづいた投票も行ってお

り，よってこの投票行動は短期的にも変動するという仮説である。つまり，

経済状況が好調であれば有権者は選挙時の与党に投票するが，経済が悪化し

た場合には政権に対する懲罰行為として野党に投票する。具体的には，1999

年総選挙ではゴルカル党が，2004年総選挙では闘争民主党を筆頭に連立政権

を担った主要政党が，それぞれの選挙前の経済実績を問われたことになる。

　本章では，前記の 2つの仮説を，有権者がその属性・経済状況にもとづい

て，棄権を含むいくつかの選択肢のなかから与党，もしくは 1政党（ないし

は棄権）を選んでいる，というモデルで検証する⑾。なお，分析はすべて行

政単位ごとに集計されたマクロ・レベルのデータを用いて行う。ここでいう

行政単位とは，県・市（kabupaten/kota）である。インドネシアの地方自治制

度は，中央政府の下に州，その下に県・市が存在する⑿。選挙区は州または

州以下の複数の県・市の集合体に対して設置されるが，1999年総選挙時には

各県・市に立候補者を必ず置くとされるなど，選挙活動は県・市単位で行わ
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れている。また，一般的に入手可能な説明変数や被説明変数のデータは県・

市レベルである。そこで，本章では県・市という行政単位での社会経済的特

徴を説明変数として誘導型で分析することとした⒀。具体的には t年の政党

Pの地域 iでの得票率を

yi, t
p＝ a＋ b1p・xi, t＋ b2p・dr・zi, t＋ b3p・do・zi, t

というモデルで分析する。ここで xは社会宗教的な亀裂を表す変数，zは経

済状況を表す変数，そして drは選挙時に Pが与党であった場合に 1，doは

野党のときに 1となるダミー変数である。よって，本章での仮説の検証は，

まず xの係数が想定通りに有意な正もしくは負の値となるかどうか，次に dr

と zとの交差項の係数が正に，doとの交差項の場合には負であるかどうかを

確認することを意味する。

2．変数

　推計式に用いる変数（基本統計量については，表 3参照），ならびに推計方

法は次の通りである⒁。まず，以下の分析で用いられる被説明変数は，イス

ラーム系政党，世俗主義系政党，2004年選挙時の与党（アブドゥルラフマン・

ワヒド政権とメガワティ政権に深くコミットした闘争民主党，開発統一党，民族

覚醒党，国民信託党，月星党の 5政党），闘争民主党，ゴルカル党，ならびに

白票グループ（Golongan Putih：Golput）の得票数が有権者数に占める割合で

ある。

　ここでいう「イスラーム系政党」とは，明示的にイスラーム（の教義）を

党是と標榜するか，または世俗主義を標榜しながらもイスラーム教組織を支

持基盤とする政党を指す。たとえば，本章で主要なイスラーム系政党として

扱っている民族覚醒党や国民信託党は，公式にはパンチャシラ（諸宗教間の

平等などを定めた建国五原則）を党是として，非イスラーム教徒にも開かれた
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表 3　記述統計
平均値 標準偏差

1999年
得票率
世俗主義系政党 0.592 0.157
イスラーム系政党 0.292 0.152
棄権票・無効票（ゴルプット）の割合 0.116 0.054
与党 0.525 0.189
ゴルカル党 0.247 0.153
闘争民主党 0.277 0.155
その他世俗主義系政党 0.068 0.050
主要イスラーム系政党 0.247 0.142
その他イスラーム系政党 0.045 0.027

説明変数
ムスリム人口比率（2000年） 0.807 0.296
ジャワ人比率（2000年） 0.339 0.387
都市人口比率（2000年） 0.401 0.323
1人あたり所得成長率（指数平均）
過去 3年間 －0.016　 0.053
過去 1年間 0.004 0.121

貧困率 0.237 0.143
1人あたり所得（対数値，2000年価格表示） 0.388 0.632
平均教育水準（2000年） 7.363 1.146
イスラーム学校数（1,000人あたり） 0.117 0.172

2004年
得票率
世俗主義系政党 0.498 0.134
イスラーム系政党 0.265 0.119
棄権票・無効票（ゴルプット）の割合 0.237 0.056
与党 0.325 0.129
ゴルカル党 0.186 0.092
闘争民主党 0.131 0.093
その他世俗主義系政党 0.181 0.083
主要イスラーム系政党 0.194 0.108
その他イスラーム系政党 0.071 0.046

説明変数
都市人口比率（2005年） 0.403 0.321
1人あたり所得成長率（指数平均）
過去 3年間 0.028 0.032
過去 1年間 0.031 0.057

貧困率 0.171 0.095
一人あたり所得（対数値，2000年価格表示） 1.542 0.664
平均教育水準（2005年） 7.749 1.154
イスラーム学校数（1,000人あたり，2002年） 0.103 0.139

（出所）　筆者作成。
（注）　得票率は有権者数に占める得票数。また，ムスリム人口比率，ジャワ人比率は2004年の推
計時には1999年と同じ値を用いているため，2004年の表では省略している。主要イスラーム系
政党とは，開発統一党，民族覚醒党，国民信託党，月星党の 4政党を指す。また，与党とは
1999年から2004年にかけて政権を担っていた闘争民主党ならびに主要イスラーム系政党を指す。
その他詳細については補論参照のこと。
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党であると宣言している。そのため，これら 2政党を世俗主義系政党と分類

する論者もいるが（たとえば，Haris［2004］など），民族覚醒党がナフダトゥ

ル・ウラマーを，国民信託党が同国第 2の規模を誇るムハマディヤ（Muham-

madiya）という強力なイスラーム教組織を支持母体としていることから，本

章はこれら 2政党を実質的な意味でのイスラーム系政党であると捉えてい

る⒂。

　これに対して，「世俗主義系政党」は，インドネシアではしばしば「民族

主義系」とも呼ばれるが，ほとんどが建国五原則パンチャシラを党是とし，

民族的，宗教的，文化的に多様なインドネシアの統一を守るため，特定の宗

教や民族の優越性を強調しない諸政党である。カトリックやプロテスタント

などキリスト教団体を支持母体とするキリスト教系政党も，少数派宗教保護

の観点から政治的には世俗主義の立場をとるため，ここに含まれる⒃。この

なかでも，ゴルカル党と闘争民主党が突出して巨大な存在である⒄。また，

これらの 2政党は，それぞれ1999年総選挙時の与党，2004年総選挙時の主要

与党であったことから，世俗主義系政党とは別に，単独の政党として被説明

変数に用いている。

　白票グループ（Golput：以下，ゴルプット）とは，インドネシアで棄権およ

び無効票（白票）を投じた有権者のことを指す。このグループがインドネシ

アの選挙の文脈で注目されるのは，与党や政治全般に不信感を持つ有権者が

政治的自己主張として棄権もしくは無効票を投じるという行動に出る（また

は，そのような行動をとるべきだ）と考えられているからである。ゴルプット

は，スハルト体制下で初の選挙となった1971年総選挙を前に，アリフ・ブデ

ィマン（Arief Budiman）ら学生運動家らが政府による選挙干渉に反発して呼

びかけた投票棄権運動が始まりである（Sanit ed.［1992］）。その後も，スハル

ト体制期には政権に対する抵抗行動として反体制派によってこの運動が唱道

された。

　再びゴルプットが注目されたのは，2004年総選挙の結果が明らかになった

後のことであった。この選挙では，投票率が前回総選挙から大きく低下した
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ことに加えて，無効票が投票全体の8.8％，約1096万票にのぼったのである。

棄権・無効票の増加は，民主化後のジャカルタ中心の政治が有権者不在のま

ま展開されたことに起因する政治的無関心層の増大と，民主化指導者らが担

った民主化後の政府が国民生活の問題に対して無策だったことに起因する政

治不信の表れだとみなされたのである⒅。

　以上が推計の対象となる被説明変数であるが，本章ではゴルプットを含め

て分析するため，特に断らない限り，第 3節以降，得票率とは（有効投票数

ではなく）有権者数に占める政党の得票数の割合を指すこととする。

　次に，本章で用いた説明変数は，亀裂を表す変数，経済状況を表す変数，

その他の社会経済的な変数の 3つの変数群に大別できる。まず，イスラーム

（サントリ）と世俗主義（アバンガン）という社会宗教的な亀裂を表す変数と

して利用したのは，人口に占めるジャワ人の比率，人口に占めるムスリムの

比率，ならびにイスラーム系学校数（人口1000人あたり）の 3つである。こ

こでのイスラーム系学校とは，プサントレン（pesantren：イスラーム寄宿学

校）とマドラサ（madrasah：イスラーム教学校）の数の合計である⒆。

　ジャワ人は，インドネシア最大の民族で，2000年人口センサスでは人口約

8387万人で総人口の41.7％を占める。主要な居住地域は政治経済の中心であ

るジャワ島（そのなかでも，特に中・東部ジャワ）であるが，20世紀以降，植

民地政府や独立後の政府の移民政策として人口過剰のジャワ島から外島へ多

くのジャワ人が移り住んだため，現在ではスマトラ島ランプン州の人口の 6

割を占めるなどインドネシア各地に居住する。宗教的には，その約90％がム

スリムだといわれているが，政治的な立場としては世俗主義を支持する傾向

にあるとされる。

　イスラームの敬虔さ（サントリ）を表す変数として，本章ではムスリム人

口比率とイスラーム系学校数を用いる。インドネシアでは，人口の88.2％

（2000年人口センサス）がムスリムであるため，ムスリム人口の多寡だけでは

特定地域の住民がイスラーム的に敬虔かどうかまでは判断できない。既存の

研究が「サントリ」をどのように変数化するかという問題に常に直面せざる
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をえなかった原因のひとつはここにある。本来であれば，サントリのような

宗教性は個票調査による宗教的価値観と宗教実践から明らかにされるべきで

あろう。しかしながら，一般の利用に供される宗教に関する個票データは現

段階では存在しない。また，集計データによる分析を行うにしても，全国の

県・市レベルで時系列的にデータが入手可能な宗教関連の統計は限られてい

る。

　利用可能なデータにこのような限界があるなかで，本章では，ムスリム人

口比率に加えて，イスラーム系学校数も「サントリ」の代理変数として用い

ることとした。イスラーム教育は宗教活動のなかでも特に重要な位置付けを

与えられており，宗教学校の多寡は当該地域におけるイスラーム教育の需要，

すなわち当該地域の宗教的敬虔さを反映していると考えられる。また，プサ

ントレンを経営するキヤイ（導師）や学校教師は周辺社会に対して大きな社

会的・政治的影響力を持っていることから，イスラーム系学校の存在は当該

地域の宗教的敬虔さを維持，もしくは高めるような働きをしているとも考え

られる。それゆえ，イスラーム系学校数は，ある地域のイスラーム的敬虔さ

を計測する重要な指標のひとつだといえるだろう。

　業績評価が投票行動に及ぼす影響をみるために説明変数として用いている

のは， 1人あたり非石油・ガス域内総生産の実質成長率（以下， 1人あたり

所得成長率）である。 1人あたり所得成長率は選挙前 3年（1996～1999年，

2001～2004年）の指数平均を用いた。過去 3年間の 1人あたり所得成長率を

用いた理由は，2004年総選挙時に政権を握っていたメガワティが大統領に就

任したのが2001年であり，2004年総選挙はその 3年間の業績を評価する意味

合いを持っていたと仮定したためである。1999年総選挙の分析においても，

同じ過去 3年間の所得成長率を用いた。これによって，1997～1998年にイン

ドネシアを襲ったアジア通貨危機（表 3から明らかなように 1人あたり所得成

長率の平均値はマイナスである）が当時の与党ゴルカルに対する業績評価とな

って有権者の投票行動に反映されているかどうかをみることができる。なお，

過去 1年間の 1人あたり所得成長率を用いた推計結果も比較のために紹介し
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ている⒇。

　その他のコントロール変数としては，先行研究にならって 1人あたり所得

水準（対数値），貧困率を用いたほか，平均教育水準，小学校卒業以下程度

の教育水準人口比率，高等教育機関（高等専門学校，短大，大学）卒業者人口

比率，都市人口比率なども利用している21。

　最後に，分析レベルは前述のように県・市に設定したが，説明変数に用い

たデータが1996年時の行政単位をもとにしか得られないものがあったため，

1996年当時の県・市レベルに集計しなおしている。

3．推計方法

　推計は，最小二乗法（OLS）ならびに二項選択ロジットモデルによるパネ

ル分析が中心となっている。二項選択ロジットモデルを用いている理由は，

OLSでの推計，すなわち線形確率モデル（linear probability model）による推

計には，誤差項の分散が不均一であることや予測値が 0から 1の間におさま

らない場合が出てくるなどの問題があるためである。こうした欠点を補うた

め，二項選択ロジットモデルでは，得票率のオッズ比（yp/（1－ yp））の対数

値を被説明変数として加重最小二乗法で推計している（詳しくは Greene

［2000: 834-837］を参照）。

　推計を進める際には，次のような 3つの手順を踏んだ。まず，州ダミーを

とって，OLSならびに二項選択ロジットモデルで推計し，亀裂投票の有無，

方向を確認する。ここで州ダミーを用いている理由は，県・市ダミーをとる

と，イスラーム系学校数以外の変数，すなわちムスリム比率とジャワ人比率

が，データの制約から 2回の選挙時に同じ値をとると仮定しているために

県・市ダミーに吸収されてしまう（完全多重共線性により推計できない）から

である。州ダミーのみで亀裂投票を確認したのち，第 2の手順として，県・

市ダミーをとったパネル分析で業績投票についての仮説を検証した。

　最後に，二項選択ロジットモデルの推計結果の頑健性を確認することを目
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的として，多項選択ロジットモデル（multinomial logit model）によるクロスセ

クション分析も試みた（詳しくは Greene［2000: 857-862］を参照）。OLSなら

びに二項選択ロジットモデルでは有権者が常に 2つの選択肢からひとつを選

んでいると仮定しているが，実際には 2つ以上の複数の選択肢からある特定

政党もしくは棄権を選択している。それゆえ，特に政党選択についての分析

は二項選択モデルよりも多項選択モデルでの分析のほうが望ましいと考えら

れる。ただし，多項選択ロジットモデルによるパネル分析は推計が困難であ

るため，本章ではクロスセクション分析にとどまっている。それでは，次節

で実際に推計結果をみてみることにする。

第 3節　亀裂投票の再生と不明瞭な業績投票

1．民主化後の亀裂投票―アリラン・ポリティクスの再生―

　第 1節でみてきたように，インドネシアの政治研究においては，社会宗教

的な亀裂が民主化後も投票行動や政党システムを規定しているかどうかとい

うアリラン・ポリティクスの有効性に関する議論が，いまだに主要な論点の

ひとつになっている。そこで，本節ではまず，1950年代に特徴的にみられた

アリラン・ポリティクスが1998年の民主化以降に「再生」したといえるのか，

権威主義体制下で明示的に政治の舞台に表出されるのを抑えられてきた亀裂

は，社会経済的な変動や民主化を経てもなお大きな影響力を持っているのか

を計量的に分析する。

　まず，各県・市レベルにおける全イスラーム系政党の得票率を1999年と

2004年で比較してみる。もし，社会宗教的な亀裂にもとづいた投票行動が現

在も有効であるならば，1999年にイスラーム系政党に投票した有権者は，

2004年にもイスラーム系政党に投票したはずであり，各県・市のイスラーム
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系政党の得票率も変化しないはずである。

　県・市別のイスラーム系政党の得票率を 2時点間で比較してプロットした

のが図 1である。これが示しているように，全体的には両者に強い相関関係

があることがわかる。つまり，1999年時にイスラーム系政党が強い地盤を有

していた地域では，2004年においても同様にイスラーム系政党が強い支持を

受けていたことが示されている。ただし，1999年総選挙時にイスラーム系政

党が高い得票率を記録した地域を中心に，全体としては傾きが 1を若干下回

っているようにもみえる。

　そこで，両者の関係をより詳細に確認するため，2004年のイスラーム系政

党得票率，2004年の世俗主義系政党得票率，2004年のゴルプットを，1999年

におけるそれぞれの値に回帰させてみた（表 4）。サントリとアバンガンと

いう亀裂が投票行動を完全に固定化させているとすれば，イスラーム系政党

得票率を被説明変数とした分析（特に，表 4の⑴式）では，係数が 1になる
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（出所）　筆者計算。

図 1　イスラーム系政党得票率の 2時点間比較
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はずである。しかし，係数が 1であるという仮説は 1％有意水準で棄却され

る。

　それでは，どの程度の割合の有権者が1999年においても2004年においても

同じ亀裂内の政党に投票したといえるのだろうか。ここで，表 4にみたよう

に，t期の世俗主義系政党の得票率と t- 1期のゴルプットの割合，世俗主義

系政党の得票率との間に以下のような関係が得られたとしよう（E：有権者数，

S：世俗主義系政党得票数，G：ゴルプット数，I：イスラーム系政党得票数）。

St

Et
＝ a＋ b Gt－1

Et－1
＋ c St－1

Et－1
 ⑴

　⑴式は次のように変形することができる。

St

Et
＝ a＋ b Gt－1

Et－1
＋ c St－1

Et－1

表 4　イスラーム系政党と世俗主義系政党得票率の回帰分析

2004年
⑴

イスラーム
系政党

⑵
世俗主義系
政党

⑶
イスラーム
系政党

⑷
世俗主義系
政党

⑸
ゴルプット

1999年時の得票率
イスラーム系政党 0.818 0.341 －0.202 0.035

（0.023）＊＊＊ （0.065）＊＊＊ （0.063）＊＊＊ （0.024）
世俗主義系政党 0.818 －0.369 0.543

（0.023）＊＊＊ （0.063）＊＊＊ （0.059）＊＊＊

ゴルプット 0.175
（0.102）＊

定数項 0.078 0.105 0.383 0.238 0.204
（0.008）＊＊＊ （0.016）＊＊＊ （0.056）＊＊＊ （0.053）＊＊＊ （0.014）＊＊＊

観察数 288 288 288 288 288
決定係数 0.84 0.84 0.83 0.78 0.06

（出所）　筆者推計。
（注）　被説明変数は，⑴，⑵では有効投票数に占める割合（よってゴルプットは含まれていない），
⑶から⑸までは有権者数に占める割合である。かっこ内は分散不均一頑健標準誤差。
＊，＊＊，＊＊＊はそれぞれ10％， 5％， 1％水準で統計的に有意であることを示す。



286

＝ a It－1＋ St－1＋ Gt－1

Et－1
＋ b Gt－1

Et－1
＋ c St－1

Et－1
 （∵ E＝ I＋ S＋ G）

＝ a It－1

Et－1
＋（a＋ b）Gt－1

Et－1
＋（a＋ c）St－1

Et－1
 ⑵

　つまり，t期の世俗主義系政党得票率は，その 1期前のイスラーム系政党

得票率，世俗主義系政党得票率，ゴルプットの割合とで表現することができ

る。

　⑵式から計算した結果，ゴルプットを含めていない場合には，亀裂をまた

いだ票の移動は 8～11％程度にとどまり，1999年と2004年で同じ亀裂内の政

党に投票をした割合は 9割前後に達することがわかる（表 5）。ゴルプット

を計算に入れても，同じ亀裂内の政党に投票した割合は 7割以上に達してい

る（表 6）。これらの計算結果からは，世俗主義とイスラームの対抗軸をは

さんだ亀裂が民主化後も有権者の投票行動を大きく拘束していることがわか

表 5　遷移表

（％）

2004年
イスラーム系政党 世俗主義系政党

1999年 イスラーム系政党 89.6 10.5
世俗主義系政党　 7.8 92.3

（出所）　表 4の⑴，⑵式をもとに筆者計算。

表 6　遷移表（ゴルプットを含む）

（％）

2004年
イスラーム系政党 世俗主義系政党 ゴルプット

1999年
イスラーム系政党 72.4 3.6 23.9
世俗主義系政党　 1.4 78.1 20.4
ゴルプット　　　 38.3 23.8 37.9

（出所）　表 4の⑶，⑷，⑸式をもとに筆者計算。
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る22。その意味で，アリラン・ポリティクスは確かに「再生」したといえる

のである。

2．サントリとアバンガンの投票行動

　1999年総選挙と2004年総選挙の結果を比較すると，イスラーム系政党と世

俗主義系政党の得票パターンに大きな変化がみられないことがわかった。そ

れでは，アリランの概念が想定するように，イスラーム系政党を支持する有

権者は敬虔なイスラーム教徒，いわゆるサントリと呼ばれる層なのであろう

か。それを確認すべく分析した結果が表 7，表 8に示されている。表 7が，

イスラーム系政党の得票率を被説明変数として，OLSと二項選択ロジット

モデルを使ったパネル分析の結果である。表 8は，世俗主義系政党について

同様に分析した結果である。

　州ダミーを使った推計からは，イスラーム系政党はムスリム人口比率が大

きい県・市や，イスラーム系学校の多い県・市ほど得票率が伸びているのに

対して，ジャワ人比率が高くなるほど得票率を減らす傾向にある。一方，世

俗主義系政党については，ムスリム人口比率とイスラーム系学校数が増える

ほど得票率を落とすが，ジャワ人比率が大きくなるほど得票が伸びる傾向に

ある。これらの結果は，OLSの場合も，二項選択ロジットモデルの場合も，

すべて 1％もしくは 5％水準で有意であった。

　県・市ダミーを使った推計では，亀裂を表す変数がイスラーム系学校のみ

となってしまうが，イスラーム系政党については州ダミーを使った分析と同

様に正の関係で有意になる一方，世俗主義系政党については負の関係で有意

になっている。つまり，州ダミーを使っても，県・市ダミーを使っても，同

じ推計結果が得られたわけである23。

　これらの推計結果から，民主化後もサントリがイスラーム系政党を，アバ

ンガンが世俗主義系政党を支持していたことがわかる。つまり，イスラーム

系政党は，より多くのムスリムが住むだけでなく，より敬虔なムスリムが多
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表 7　イスラーム系政党を被 説明変数とした推計結果

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹ ⑺ ⑻ ⑼ ⑽ ⑾ ⑿ ⒀ ⒁
OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit

ムスリム人口比率 0.295 1.838 0.295 2.064 0.298 2.407
（0.024）＊＊＊（0.241）＊＊＊（0.024）＊＊＊（0.245）＊＊＊（0.026）＊＊＊（0.250）＊＊＊

イスラーム系学校数 0.144 0.455 0.151 0.531 0.158 0.644 0.224 0.423 0.225 0.414 0.226 0.500 0.231 0.473
（0.033）＊＊＊（0.092）＊＊＊（0.033）＊＊＊（0.094）＊＊＊（0.033）＊＊＊（0.094）＊＊＊ （0.058）＊＊＊（0.248）＊ （0.059）＊＊＊（0.248）＊ （0.059）＊＊＊（0.263）＊ （0.059）＊＊＊（0.250）＊

ジャワ人比率 －0.188 －0.686 －0.191 －0.701 －0.191 －0.687
（0.025）＊＊＊（0.087）＊＊＊（0.025）＊＊＊（0.087）＊＊＊（0.026）＊＊＊（0.086）＊＊＊

1人あたり所得成長率 －0.131 －0.819 －0.142 －1.041 －0.108 －0.594 －0.196 －0.635 －0.185 －0.748 －0.198 －0.809 －0.017 －0.041
（0.077）＊ （0.326）＊＊ （0.079）＊ （0.326）＊＊＊（0.080） （0.327）＊ （0.070）＊＊＊（0.278）＊＊ （0.076）＊＊ （0.345）＊＊ （0.075）＊＊＊（0.363）＊＊ （0.032） （0.126）

1人あたり所得 0.008 0.114 －0.001 －0.004 －0.006 0.044 －0.005 0.069 －0.018 －0.045
（0.006） （0.032）＊＊＊（0.008） （0.040） （0.017） （0.080） （0.017） （0.085） （0.017） （0.075）

貧困率 0.010 0.344 －0.037 －0.238
（0.042） （0.245） （0.040） （0.217）

平均教育水準 －0.002 0.017 0.028 0.052
（0.008） （0.036） （0.017） （0.092）

都市人口比率 0.037 0.424 －0.189 0.066
（0.024） （0.127）＊＊＊ （0.133） （1.136）

2004年ダミー －0.019 －0.138 －0.028 －0.264 －0.017 －0.127 －0.015 －0.144 －0.009 －0.192 －0.022 －0.240 －0.003 －0.122
（0.007）＊＊＊（0.035）＊＊＊（0.010）＊＊＊（0.050）＊＊＊（0.010） （0.054）＊＊ （0.006）＊＊＊（0.024）＊＊＊（0.018） （0.090）＊＊ （0.020） （0.101）＊＊ （0.019） （0.091）

定数項 0.098 －2.204 0.095 －2.473 0.092 －3.148 0.263 －0.853 0.265 －0.870 0.139 －1.260 0.272 －0.831
（0.018）＊＊＊（0.225）＊＊＊（0.019）＊＊＊（0.233）＊＊＊（0.061） （0.365）＊＊＊ （0.008）＊＊＊（0.049）＊＊＊（0.010）＊＊＊（0.059）＊＊＊（0.124） （0.669）＊＊ （0.010）＊＊＊（0.056）＊＊＊

州ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
県･市ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes

観察数 556 556 556 556 556 556 556 556 556 556 556 556 556 556
修正済み決定係数 0.74 0.64 0.74 0.65 0.75 0.66 0.88 0.91 0.88 0.91 0.88 0.91 0.88 0.91

（出所）　筆者推計。
（注）⑴　かっこ内は標準誤差（OLSでは分散不均一頑健標準誤差）。＊，＊＊，＊＊＊はそれぞれ10％， 5％， 1％水準で統計的に有意であることを示す。
　⑵　⒀，⒁式は 1人あたり所得成長率に過去 1年の成長率を用いている。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表 7　イスラーム系政党を被 説明変数とした推計結果

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹ ⑺ ⑻ ⑼ ⑽ ⑾ ⑿ ⒀ ⒁
OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit

ムスリム人口比率 0.295 1.838 0.295 2.064 0.298 2.407
（0.024）＊＊＊（0.241）＊＊＊（0.024）＊＊＊（0.245）＊＊＊（0.026）＊＊＊（0.250）＊＊＊

イスラーム系学校数 0.144 0.455 0.151 0.531 0.158 0.644 0.224 0.423 0.225 0.414 0.226 0.500 0.231 0.473
（0.033）＊＊＊（0.092）＊＊＊（0.033）＊＊＊（0.094）＊＊＊（0.033）＊＊＊（0.094）＊＊＊ （0.058）＊＊＊（0.248）＊ （0.059）＊＊＊（0.248）＊ （0.059）＊＊＊（0.263）＊ （0.059）＊＊＊（0.250）＊

ジャワ人比率 －0.188 －0.686 －0.191 －0.701 －0.191 －0.687
（0.025）＊＊＊（0.087）＊＊＊（0.025）＊＊＊（0.087）＊＊＊（0.026）＊＊＊（0.086）＊＊＊

1人あたり所得成長率 －0.131 －0.819 －0.142 －1.041 －0.108 －0.594 －0.196 －0.635 －0.185 －0.748 －0.198 －0.809 －0.017 －0.041
（0.077）＊ （0.326）＊＊ （0.079）＊ （0.326）＊＊＊（0.080） （0.327）＊ （0.070）＊＊＊（0.278）＊＊ （0.076）＊＊ （0.345）＊＊ （0.075）＊＊＊（0.363）＊＊ （0.032） （0.126）

1人あたり所得 0.008 0.114 －0.001 －0.004 －0.006 0.044 －0.005 0.069 －0.018 －0.045
（0.006） （0.032）＊＊＊（0.008） （0.040） （0.017） （0.080） （0.017） （0.085） （0.017） （0.075）

貧困率 0.010 0.344 －0.037 －0.238
（0.042） （0.245） （0.040） （0.217）

平均教育水準 －0.002 0.017 0.028 0.052
（0.008） （0.036） （0.017） （0.092）

都市人口比率 0.037 0.424 －0.189 0.066
（0.024） （0.127）＊＊＊ （0.133） （1.136）

2004年ダミー －0.019 －0.138 －0.028 －0.264 －0.017 －0.127 －0.015 －0.144 －0.009 －0.192 －0.022 －0.240 －0.003 －0.122
（0.007）＊＊＊（0.035）＊＊＊（0.010）＊＊＊（0.050）＊＊＊（0.010） （0.054）＊＊ （0.006）＊＊＊（0.024）＊＊＊（0.018） （0.090）＊＊ （0.020） （0.101）＊＊ （0.019） （0.091）

定数項 0.098 －2.204 0.095 －2.473 0.092 －3.148 0.263 －0.853 0.265 －0.870 0.139 －1.260 0.272 －0.831
（0.018）＊＊＊（0.225）＊＊＊（0.019）＊＊＊（0.233）＊＊＊（0.061） （0.365）＊＊＊ （0.008）＊＊＊（0.049）＊＊＊（0.010）＊＊＊（0.059）＊＊＊（0.124） （0.669）＊＊ （0.010）＊＊＊（0.056）＊＊＊

州ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
県･市ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes

観察数 556 556 556 556 556 556 556 556 556 556 556 556 556 556
修正済み決定係数 0.74 0.64 0.74 0.65 0.75 0.66 0.88 0.91 0.88 0.91 0.88 0.91 0.88 0.91

（出所）　筆者推計。
（注）⑴　かっこ内は標準誤差（OLSでは分散不均一頑健標準誤差）。＊，＊＊，＊＊＊はそれぞれ10％， 5％， 1％水準で統計的に有意であることを示す。
　⑵　⒀，⒁式は 1人あたり所得成長率に過去 1年の成長率を用いている。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表 8　世俗主義系政党を被説明 変数とした推計結果

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹ ⑺ ⑻ ⑼ ⑽ ⑾ ⑿ ⒀ ⒁
OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit

ムスリム人口比率 －0.343 －1.421 －0.342 －1.529 －0.350 －1.680
（0.031）＊＊＊（0.177）＊＊＊（0.032）＊＊＊（0.177）＊＊＊（0.032）＊＊＊（0.176）＊＊＊

イスラーム系学校数 －0.128 －0.427 －0.144 －0.532 －0.157 －0.671 －0.165 －0.724 －0.169 －0.738 －0.162 －0.572 －0.172 －0.763
（0.032）＊＊＊（0.098）＊＊＊（0.032）＊＊＊（0.101）＊＊＊（0.032）＊＊＊（0.101）＊＊＊ （0.046）＊＊＊（0.261）＊＊＊（0.045）＊＊＊（0.262）＊＊＊（0.047）＊＊＊（0.258）＊＊ （0.046）＊＊＊（0.262）＊＊＊

ジャワ人比率 0.215 0.844 0.221 0.860 0.219 0.822
（0.023）＊＊＊（0.088）＊＊＊（0.024）＊＊＊（0.087）＊＊＊（0.024）＊＊＊（0.084）＊＊＊

1人あたり所得成長率 0.173 0.878 0.203 1.099 0.141 0.638 0.143 0.490 0.104 0.255 0.105 0.161 0.009 －0.051
（0.088）＊ （0.321）＊＊＊（0.089）＊＊ （0.321）＊＊＊（0.092） （0.316）＊＊ （0.075）＊ （0.270）＊ （0.080） （0.333） （0.082） （0.329） （0.029） （0.119）

1人あたり所得 －0.021 －0.117 －0.006 0.000 0.020 0.092 0.023 0.119 0.027 0.140
（0.007）＊＊＊（0.030）＊＊＊（0.009） （0.037） （0.016） （0.076） （0.016） （0.075） （0.016）＊ （0.070）＊＊

貧困率 －0.082 －0.685 －0.066 －0.658
（0.045）＊ （0.227）＊＊＊ （0.046） （0.198）＊＊＊

平均教育水準 0.002 －0.005 －0.024 －0.023
（0.009） （0.034） （0.019） （0.077）

都市人口比率 －0.073 －0.522 －0.027 －2.099
（0.026）＊＊＊（0.117）＊＊＊ （0.156） （1.014）＊＊

2004年ダミー －0.104 －0.430 －0.081 －0.302 －0.102 －0.465 －0.103 －0.417 －0.125 －0.515 －0.123 －0.575 －0.128 －0.558
（0.007）＊＊＊（0.033）＊＊＊（0.011）＊＊＊（0.046）＊＊＊（0.011）＊＊＊（0.050）＊＊＊ （0.006）＊＊＊（0.023）＊＊＊（0.018）＊＊＊（0.085）＊＊＊（0.019）＊＊＊（0.089）＊＊＊（0.018）＊＊＊（0.085）＊＊＊

定数項 0.814 1.243 0.822 1.403 0.857 1.941 0.614 0.399 0.606 0.361 0.809 1.552 0.602 0.341
（0.025）＊＊＊（0.159）＊＊＊（0.026）＊＊＊（0.162）＊＊＊（0.070）＊＊＊（0.304）＊＊＊ （0.006）＊＊＊（0.047）＊＊＊（0.009）＊＊＊（0.057）＊＊＊（0.137）＊＊＊（0.628）＊＊ （0.008）＊＊＊（0.054）＊＊＊

州ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
県･市ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes

観察数 556 556 556 556 556 556 556 556 556 556 556 556 556 556
修正済み決定係数 0.77 0.67 0.78 0.67 0.79 0.70 0.90 0.88 0.90 0.88 0.90 0.89 0.90 0.88

（出所）　筆者推計。
（注）⑴　かっこ内は標準誤差（OLSでは分散不均一頑健標準誤差）。＊，＊＊，＊＊＊はそれぞれ10％， 5％， 1％水準で統計的に有意であることを示す。
　⑵　⒀，⒁式は 1人あたり所得成長率に過去一年の成長率を用いている。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表 8　世俗主義系政党を被説明 変数とした推計結果

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹ ⑺ ⑻ ⑼ ⑽ ⑾ ⑿ ⒀ ⒁
OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit

ムスリム人口比率 －0.343 －1.421 －0.342 －1.529 －0.350 －1.680
（0.031）＊＊＊（0.177）＊＊＊（0.032）＊＊＊（0.177）＊＊＊（0.032）＊＊＊（0.176）＊＊＊

イスラーム系学校数 －0.128 －0.427 －0.144 －0.532 －0.157 －0.671 －0.165 －0.724 －0.169 －0.738 －0.162 －0.572 －0.172 －0.763
（0.032）＊＊＊（0.098）＊＊＊（0.032）＊＊＊（0.101）＊＊＊（0.032）＊＊＊（0.101）＊＊＊ （0.046）＊＊＊（0.261）＊＊＊（0.045）＊＊＊（0.262）＊＊＊（0.047）＊＊＊（0.258）＊＊ （0.046）＊＊＊（0.262）＊＊＊

ジャワ人比率 0.215 0.844 0.221 0.860 0.219 0.822
（0.023）＊＊＊（0.088）＊＊＊（0.024）＊＊＊（0.087）＊＊＊（0.024）＊＊＊（0.084）＊＊＊

1人あたり所得成長率 0.173 0.878 0.203 1.099 0.141 0.638 0.143 0.490 0.104 0.255 0.105 0.161 0.009 －0.051
（0.088）＊ （0.321）＊＊＊（0.089）＊＊ （0.321）＊＊＊（0.092） （0.316）＊＊ （0.075）＊ （0.270）＊ （0.080） （0.333） （0.082） （0.329） （0.029） （0.119）

1人あたり所得 －0.021 －0.117 －0.006 0.000 0.020 0.092 0.023 0.119 0.027 0.140
（0.007）＊＊＊（0.030）＊＊＊（0.009） （0.037） （0.016） （0.076） （0.016） （0.075） （0.016）＊ （0.070）＊＊

貧困率 －0.082 －0.685 －0.066 －0.658
（0.045）＊ （0.227）＊＊＊ （0.046） （0.198）＊＊＊

平均教育水準 0.002 －0.005 －0.024 －0.023
（0.009） （0.034） （0.019） （0.077）

都市人口比率 －0.073 －0.522 －0.027 －2.099
（0.026）＊＊＊（0.117）＊＊＊ （0.156） （1.014）＊＊

2004年ダミー －0.104 －0.430 －0.081 －0.302 －0.102 －0.465 －0.103 －0.417 －0.125 －0.515 －0.123 －0.575 －0.128 －0.558
（0.007）＊＊＊（0.033）＊＊＊（0.011）＊＊＊（0.046）＊＊＊（0.011）＊＊＊（0.050）＊＊＊ （0.006）＊＊＊（0.023）＊＊＊（0.018）＊＊＊（0.085）＊＊＊（0.019）＊＊＊（0.089）＊＊＊（0.018）＊＊＊（0.085）＊＊＊

定数項 0.814 1.243 0.822 1.403 0.857 1.941 0.614 0.399 0.606 0.361 0.809 1.552 0.602 0.341
（0.025）＊＊＊（0.159）＊＊＊（0.026）＊＊＊（0.162）＊＊＊（0.070）＊＊＊（0.304）＊＊＊ （0.006）＊＊＊（0.047）＊＊＊（0.009）＊＊＊（0.057）＊＊＊（0.137）＊＊＊（0.628）＊＊ （0.008）＊＊＊（0.054）＊＊＊

州ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes
県･市ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes

観察数 556 556 556 556 556 556 556 556 556 556 556 556 556 556
修正済み決定係数 0.77 0.67 0.78 0.67 0.79 0.70 0.90 0.88 0.90 0.88 0.90 0.89 0.90 0.88

（出所）　筆者推計。
（注）⑴　かっこ内は標準誤差（OLSでは分散不均一頑健標準誤差）。＊，＊＊，＊＊＊はそれぞれ10％， 5％， 1％水準で統計的に有意であることを示す。
　⑵　⒀，⒁式は 1人あたり所得成長率に過去一年の成長率を用いている。
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く住む（つまり，サントリの多い）地域や，ジャワ人が少ない地域（つまり，

ジャワ島以外の「外島」と呼ばれる地域）でより多くの支持を得ているのであ

る。裏を返せば，世俗主義系政党は，ムスリムの人口比が少なく，イスラー

ム系学校が少ない地域で得票率が高くなる傾向にある。また，ジャワ人の多

い（つまり，ジャワ島を中心とした）地域ほど世俗主義系政党に対する支持が

高くなるのである24。

　以上のように，亀裂を表す変数がイスラーム系政党に対しても，世俗主義

系政党に対しても有意になることが明らかになったが，その他に興味深い結

果としては，イスラーム系政党の得票率に対する 1人あたり所得成長率が有

意になっていることが挙げられよう。表 7にあるように， 1人あたり所得成

長率が高い地域ほどイスラーム系政党に対する得票率が落ちる傾向が確認で

きる。ただし，世俗主義系政党の得票率と 1人あたり所得成長率との関係は，

イスラーム系政党ほどには頑健なかたちで有意な値は得られていないことに

注意が必要だろう。

　ここでの分析結果からは，インドネシアの有権者が，アリランという社会

宗教的な亀裂を投票行動の規準としているのみならず，経済状況の変動に対

しても反応している可能性が示唆される。つまり，アリラン･ポリティクス

は投票行動を決定する要因のひとつではあるが，イスラーム系政党の得票率

と 1人あたり所得成長率との間に有意な関係がみられたことは，民主化後の

インドネシアでは業績投票が行われている可能性を示している。そこで，次

項ではまず，業績投票の有無を確認するため，経済状況の変動と与党の得票

率の関係をより詳しくみていくこととする。

3．不明瞭な業績投票

　経済状況の変動と有権者の投票行動の関係を示す最も一般的なモデルは，

「現職指向投票」（incumbency-oriented voting）と呼ばれるものである（Kiewiet 

and Rivers［1984］）。このモデルでは，経済状況が良好なときには有権者は与
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党に投票し，逆に経済状況が悪化しているときには政権への懲罰として野党

に投票すると仮定している。本項でも，この「現職指向型」の業績投票モデ

ルを使って，インドネシアにおける有権者の行動と経済状況の変動の関係を

分析する。

　まず，1999年から2004年の間に連立政権を形成した 5政党（闘争民主党，

開発統一党，民族覚醒党，国民信託党，月星党）を連立与党とし，その合計得

票率と 1人あたり所得成長率との関係をみてみる（表 9）。OLSと二項選択

ロジットモデルによる推計結果では， 1人あたり所得成長率と1999年ダミー

との交差項が負の値をとっている（ 1％もしくは 5％の有意水準）。2004年の

連立与党は，1999年には民主化を牽引してきた野党として選挙に参加してお

り， 1人あたり所得成長率が高い地域ほど得票率が落ちるという推計結果は，

業績投票モデルが想定する仮説と整合的である。しかしながら，2004年総選

挙時の推計結果を表す 1人あたり所得成長率と2004年ダミーとの交差項の値

も負となっている。つまり， 1人あたり所得成長率が高い地域では，連立与

党が得票率を下げているのである。業績投票が行われていれば，連立与党は

所得成長率が高くなるほど得票率を伸ばすという関係がみられなければなら

ない。しかし，回帰係数がマイナスに出ていることからわかるように，この

推計結果は，2004年においては現職指向型の業績投票が行われなかったこと

を示している。

　前記の二項選択ロジットモデルは，与党に投票するか否かという 2つの選

択肢しか有権者には存在しないという単純な仮定をおいたうえでの分析であ

った。そこで，次に，有権者が複数の選択肢―ここでは，2004年時の連立

与党，1999年時の与党であるゴルカル党，その他の野党，ゴルプットの 4つ
―から選んでいるという多項選択ロジットモデルを使って連立与党に対す

る業績投票を推計してみる25。その推計結果をもとに，各説明変数が平均値

から 1単位増加したときに得票率が何％ポイント変化したかをシミュレーシ

ョンした結果が表10である（推計結果については付表 2［pp. 324～325］を参照）。

　ここでもやはり， 2回のいずれの総選挙においても，連立与党の得票率は
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1人あたり所得成長率に対して負の関係にある。つまり，OLSや二項選択

ロジットモデルによる推計結果同様，1999年には業績投票が確認されるが，

2004年についてはそれは確認できないのである。これに対して，ゴルカル党

の得票率は，1999年総選挙については 1人あたり所得成長率の伸びと正の関

係にあることから，1999年時点では業績投票が行われていたことが裏付けら

れる。ところが，2004年総選挙についても，野党であったゴルカル党の得票

率と 1人あたり所得成長率は正の関係を示しており，仮説とは正反対の結果

が示されている。

　これらの結果は何を意味しているのだろうか。業績投票モデルの責任明瞭

性（clearity of responsibility）仮説は，責任明瞭性が低い国では経済状況の変

動が必ずしも与党への投票につながらないことを明らかにしたが，その責任

明瞭性の程度を決定する要因のひとつとして連立政権が挙げられている

（Powell and Whitten［1993］）。1999年総選挙においては与党がゴルカル党のみ

で責任明瞭性が高かったが，2004年総選挙においては複数の政党が政権を担

表10　与党・野党選択に関するシミュレーション（多項選択ロジットモデルの推
計結果から）

与党 ゴルカル党 その他 ゴルプット
1999年 2004年 1999年 2004年 1999年 2004年 1999年 2004年

ムスリム人口比率 －0.12 0.00 0.08 0.02 －0.02 －0.07 0.06 0.04
イスラーム系学校数 0.19 0.17 －0.11 －0.06 －0.03 －0.08 －0.06 －0.04
ジャワ人比率 0.29 0.19 －0.19 －0.09 －0.05 －0.09 －0.05 0.00
1人あたり所得成長率 －0.52 －0.11 0.49 0.12 －0.02 0.20 0.05 －0.21
1人あたり所得 0.05 0.00 －0.05 －0.03 －0.01 0.01 0.00 0.02
貧困率 －0.10 0.05 0.03 －0.21 0.06 0.17 0.02 －0.01
平均教育水準 －0.15 0.07 0.14 0.02 －0.06 －0.18 0.07 0.09
初等教育以下の割合 －0.36 0.85 0.56 0.09 －0.51 －1.34 0.31 0.40
高等教育以上の割合 1.56 －0.10 －1.08 －0.20 0.28 0.81 －0.76 －0.51
都市人口比率 0.28 0.11 －0.16 －0.12 －0.07 0.04 －0.05 －0.03

（出所）　筆者推計。
（注）⑴　数値は，多項選択ロジットモデルの推計結果（付表 2［pp. 324～325］参照）にもとづ
き，各説明変数が平均から 1単位増加したときに，得票率が何％ポイント増加するかをシミュ
レーションしたもの。
　　⑵　与党とは1999年から2004年にかけて政権を担っていた闘争民主党，開発統一党，国民信
託党，民族覚醒党，月星党を指す。
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っていたため責任明瞭性が低く，有権者はどの政党に経済状況の変動の責任

を負わせるべきか判断できなかったとも考えられる。

　一方，有権者は連立与党のうちの特定の政党にのみ経済変動の責任を負わ

せたため，連立与党全体の得票率と経済状況の変動との間にはっきりとした

関係が示されなかったとも考えられる。そこで，次の項では，2004年時に連

立与党のなかで最も中心的な役割を果たしていた闘争民主党と，1999年時の

与党であったゴルカル党に分析の焦点を絞って，経済状況の変動と得票率の

関係を分析してみる。

4．経済変動と有権者の政党選択―旧支配政党とイスラーム系政党―

　1999年総選挙ではゴルカル党が大敗し，2004年総選挙では闘争民主党が大

敗し，それぞれ選挙後に政権を手放した。このことから，有権者はこの 2つ

の主要政党を業績評価の対象と認識し，懲罰的な業績投票を行ったのかもし

れない。この点を確認するため，ここでは，この 2政党に焦点を絞り，その

得票率と経済変動との関係を分析する。

　まず，表11に闘争民主党を被説明変数とした場合の推計結果を示した。同

党が野党として参加した1999年総選挙については，県・市ダミーを使った推

計で， 1人あたり所得成長率と同党の得票率が負の関係にあることがわかる

（ 1人あたり所得成長率と1999年ダミーとの交差項が有意な負の値となった）。こ

れは，業績投票のモデルにもとづく仮説と一致するものである。しかし，

2004年総選挙については， 1人あたり所得成長率と2004年ダミーの交差項の

係数はほとんどの場合で統計的に有意な結果が得られなかったばかりでなく，

唯一10％水準で有意となった⑹式の場合でも，係数は1999年と同様に負の値

になるという結果が出た。つまり，連立与党を被説明変数とした分析と同様，

2004年総選挙については業績投票の存在を裏付ける結果は得られなかった。

　次に，スハルト時代の与党ゴルカル党を被説明変数とした推計結果を示し

たのが，表12である。1999年総選挙については，県・市ダミーを使った推計
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結果をみると，有意水準は低いものの，回帰係数は常に正となっている。頑

健な結果とはいいがたいが，現職指向投票型の業績投票の存在を指し示す結

果である。これに対して，野党として臨んだ2004年総選挙でも，おおむね 1

人あたり所得成長率と得票率の関係が正という結果が出ており，第 3項にお

ける多項選択ロジットモデルの分析結果と同様，業績投票モデルの想定とは

正反対の結果が示されている。

　最後に，経済変動と有権者の政党選択の関係を多項選択ロジットモデルで

分析してみる。この推計モデルでは，闘争民主党，ゴルカル党，その他世俗

主義系政党，主要イスラーム系政党，その他のイスラーム系政党，ゴルプッ

トの 6つの選択肢のなかから有権者は自らの投票先を決めていると仮定し

た26。ここで取り上げる主要イスラーム系政党とは，1999年から2004年にか

けて政権参加をした開発統一党，民族覚醒党，国民信託党，月星党の 4政党

を指す。これらの政党は，1999年総選挙で国民議会の議席率 2％以上を確保

して，2004年総選挙にも同じ党名と組織として参加することが許されたイス

ラーム系の上位 4政党でもある27。

　推計結果をもとにシミュレーションした結果をみてみると（表13，多項選

択ロジットモデルの推計結果については付表 3［pp. 326～327］を参照），闘争民

主党については業績投票の仮説に沿う結果が出ている。つまり，野党であっ

た1999年総選挙については， 1人あたり所得成長率と得票率の関係が負とな

った一方，与党として臨んだ2004年総選挙では正の関係となっている。次に，

ゴルカル党については，第 3項での推計結果と同様，1999年総選挙，2004年

総選挙についても， 1人あたり所得成長率が高いところほど得票率が上昇す

るという結果が示された。最後に，イスラーム系政党についての結果をみて

みると，主要イスラーム系政党については，1999年ならびに2004年において

1人あたり所得成長率が伸びると得票率が落ちるという結果になっているこ

とがわかる。つまり，OLS/二項選択ロジットモデルでのイスラーム系政党

を被説明変数とした推計結果（表 7［pp. 288～289］）と同様な傾向がここで

も確認されたことになる28。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表11　闘争民主党を被説明変 数とした推計結果

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹ ⑺ ⑻ ⑼ ⑽
OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit

ムスリム人口比率 －0.179 －1.509 －0.179 －1.461
（0.028）＊＊＊ （0.191）＊＊＊ （0.027）＊＊＊ （0.183）＊＊＊

イスラーム系学校数 －0.114 －0.662 －0.116 －0.679 －0.167 －0.433 －0.198 －0.354 －0.191 －0.245
（0.024）＊＊＊ （0.146）＊＊＊ （0.024）＊＊＊ （0.146）＊＊＊ （0.056）＊＊＊ （0.384） （0.059）＊＊＊ （0.341） （0.059）＊＊＊ （0.338）

ジャワ人比率 0.148 1.056 0.147 1.024
（0.018）＊＊＊ （0.125）＊＊＊ （0.017）＊＊＊ （0.120）＊＊＊

1人あたり所得成長率
　×野党ダミー（1999年ダミー） －0.011 －0.183 －0.071 －0.339 －0.065 －0.968 －0.251 －1.460 －0.084 －0.467

（0.066） （0.402） （0.067） （0.387） （0.083） （0.434）＊＊ （0.080）＊＊＊ （0.437）＊＊＊ （0.024）＊＊＊ （0.164）＊＊＊

　×与党ダミー（2004年ダミー） 0.133 －0.481 0.195 1.435 0.178 －2.056 －0.081 －0.398 0.036 －0.014
（0.101） （1.122） （0.120） （1.153） （0.156） （1.104）＊ （0.159） （1.092） （0.094） （0.568）

1人あたり所得
　×野党ダミー（1999年ダミー） 0.027 0.135 0.089 0.362 0.080 0.308

（0.007）＊＊＊ （0.041）＊＊＊ （0.022）＊＊＊ （0.115）＊＊＊ （0.022）＊＊＊ （0.107）＊＊＊

　×与党ダミー（2004年ダミー） －0.022 －0.201 0.033 －0.016 0.026 －0.068
（0.007）＊＊＊ （0.044）＊＊＊ （0.020）＊ （0.107） （0.020） （0.098）

2004年ダミー －0.152 －1.001 －0.109 －0.684 －0.153 －0.932 －0.160 －0.801 －0.160 －0.789
（0.006）＊＊＊ （0.049）＊＊＊ （0.012）＊＊＊ （0.074）＊＊＊ （0.007）＊＊＊ （0.046）＊＊＊ （0.022）＊＊＊ （0.113）＊＊＊ （0.023）＊＊＊ （0.114）＊＊＊

定数項 0.385 0.023 0.374 －0.052 0.296 －0.902 0.262 －1.075 0.269 －1.030
（0.025）＊＊＊ （0.163） （0.024）＊＊＊ （0.160） （0.008）＊＊＊ （0.072）＊＊＊ （0.012）＊＊＊ （0.084）＊＊＊ （0.011）＊＊＊ （0.079）＊＊＊

州ダミー Yes Yes Yes Yes
県･市ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes

観察数 556 556 556 556 556 556 556 556 556 556
修正済み決定係数 0.80 0.79 0.81 0.80 0.81 0.89 0.84 0.92 0.84 0.92

（出所）　筆者推計。
（注）⑴　かっこ内は標準誤差（OLSでは分散不均一頑健標準誤差）。＊，＊＊，＊＊＊はそれぞれ10％， 5％， 1％水準で統計的に有意であることを示す。
　⑵　⑼，⑽式は 1人あたり所得成長率に過去 1年の成長率を用いている。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表11　闘争民主党を被説明変 数とした推計結果

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹ ⑺ ⑻ ⑼ ⑽
OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit

ムスリム人口比率 －0.179 －1.509 －0.179 －1.461
（0.028）＊＊＊ （0.191）＊＊＊ （0.027）＊＊＊ （0.183）＊＊＊

イスラーム系学校数 －0.114 －0.662 －0.116 －0.679 －0.167 －0.433 －0.198 －0.354 －0.191 －0.245
（0.024）＊＊＊ （0.146）＊＊＊ （0.024）＊＊＊ （0.146）＊＊＊ （0.056）＊＊＊ （0.384） （0.059）＊＊＊ （0.341） （0.059）＊＊＊ （0.338）

ジャワ人比率 0.148 1.056 0.147 1.024
（0.018）＊＊＊ （0.125）＊＊＊ （0.017）＊＊＊ （0.120）＊＊＊

1人あたり所得成長率
　×野党ダミー（1999年ダミー） －0.011 －0.183 －0.071 －0.339 －0.065 －0.968 －0.251 －1.460 －0.084 －0.467

（0.066） （0.402） （0.067） （0.387） （0.083） （0.434）＊＊ （0.080）＊＊＊ （0.437）＊＊＊ （0.024）＊＊＊ （0.164）＊＊＊

　×与党ダミー（2004年ダミー） 0.133 －0.481 0.195 1.435 0.178 －2.056 －0.081 －0.398 0.036 －0.014
（0.101） （1.122） （0.120） （1.153） （0.156） （1.104）＊ （0.159） （1.092） （0.094） （0.568）

1人あたり所得
　×野党ダミー（1999年ダミー） 0.027 0.135 0.089 0.362 0.080 0.308

（0.007）＊＊＊ （0.041）＊＊＊ （0.022）＊＊＊ （0.115）＊＊＊ （0.022）＊＊＊ （0.107）＊＊＊

　×与党ダミー（2004年ダミー） －0.022 －0.201 0.033 －0.016 0.026 －0.068
（0.007）＊＊＊ （0.044）＊＊＊ （0.020）＊ （0.107） （0.020） （0.098）

2004年ダミー －0.152 －1.001 －0.109 －0.684 －0.153 －0.932 －0.160 －0.801 －0.160 －0.789
（0.006）＊＊＊ （0.049）＊＊＊ （0.012）＊＊＊ （0.074）＊＊＊ （0.007）＊＊＊ （0.046）＊＊＊ （0.022）＊＊＊ （0.113）＊＊＊ （0.023）＊＊＊ （0.114）＊＊＊

定数項 0.385 0.023 0.374 －0.052 0.296 －0.902 0.262 －1.075 0.269 －1.030
（0.025）＊＊＊ （0.163） （0.024）＊＊＊ （0.160） （0.008）＊＊＊ （0.072）＊＊＊ （0.012）＊＊＊ （0.084）＊＊＊ （0.011）＊＊＊ （0.079）＊＊＊

州ダミー Yes Yes Yes Yes
県･市ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes

観察数 556 556 556 556 556 556 556 556 556 556
修正済み決定係数 0.80 0.79 0.81 0.80 0.81 0.89 0.84 0.92 0.84 0.92

（出所）　筆者推計。
（注）⑴　かっこ内は標準誤差（OLSでは分散不均一頑健標準誤差）。＊，＊＊，＊＊＊はそれぞれ10％， 5％， 1％水準で統計的に有意であることを示す。
　⑵　⑼，⑽式は 1人あたり所得成長率に過去 1年の成長率を用いている。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表12　ゴルカル党を被説明 変数とした推計結果

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹ ⑺ ⑻ ⑼ ⑽
OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit

ムスリム人口比率 0.071 0.710 0.071 0.507
（0.034）＊＊ （0.208）＊＊＊ （0.034）＊＊ （0.202）＊＊

イスラーム系学校数 0.009 0.072 －0.005 －0.099 －0.146 －0.755 －0.143 －0.778 －0.155 －0.871
（0.021） （0.111） （0.022） （0.112） （0.059）＊＊ （0.393）＊ （0.061）＊＊ （0.385）＊＊ （0.062）＊＊ （0.383）＊＊

ジャワ人比率 0.050 0.484 0.055 0.502
（0.016）＊＊＊ （0.101）＊＊＊ （0.016）＊＊＊ （0.097）＊＊＊

1人あたり所得成長率
　×与党ダミー（1999年ダミー） 0.181 0.878 0.220 1.093 0.150 0.023 0.215 0.252 0.013 －0.136

（0.086）＊＊ （0.375）＊＊ （0.091）＊＊ （0.372）＊＊＊ （0.121） （0.365） （0.119）＊ （0.430） （0.044） （0.160）
　×野党ダミー（2004年ダミー） 0.103 －0.060 0.108 0.994 0.247 －0.338 0.403 1.140 0.181 0.777

（0.174） （0.959） （0.158） （0.991） （0.148）＊ （0.878） （0.169）＊＊ （1.099） （0.075）＊＊ （0.556）
1人あたり所得
　×与党ダミー（1999年ダミー） －0.022 －0.126 －0.040 －0.072 －0.027 －0.016

（0.007）＊＊＊ （0.043）＊＊＊ （0.023）＊ （0.109） （0.023） （0.101）
　×野党ダミー（2004年ダミー） －0.015 －0.248 －0.030 －0.182 －0.020 －0.136

（0.007）＊＊ （0.040）＊＊＊ （0.022） （0.103）＊ （0.021） （0.093）
2004年ダミー －0.067 －0.222 －0.053 0.086 －0.073 －0.231 －0.047 －0.015 －0.048 －0.057

（0.008）＊＊＊ （0.043）＊＊＊ （0.014）＊＊＊ （0.066） （0.008）＊＊＊ （0.037）＊＊＊ （0.024）＊ （0.108） （0.024）＊＊ （0.107）
定数項 0.175 －2.447 0.183 －2.196 0.266 －1.402 0.282 －1.355 0.276 －1.370

（0.026）＊＊＊ （0.188）＊＊＊ （0.027）＊＊＊ （0.187）＊＊＊ （0.008）＊＊＊ （0.060）＊＊＊ （0.013）＊＊＊ （0.075）＊＊＊ （0.012）＊＊＊ （0.072）＊＊＊

州ダミー Yes Yes Yes Yes
県･市ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes

観察数 556 556 556 556 556 556 556 556 556 556
修正済み決定係数 0.71 0.68 0.71 0.70 0.77 0.85 0.77 0.85 0.77 0.85

（出所）　筆者推計。
（注）⑴　かっこ内は標準誤差（OLSでは分散不均一頑健標準誤差）。＊，＊＊，＊＊＊はそれぞれ10％， 5％， 1％水準で統計的に有意であることを示す。
　　⑵　⑼，⑽式は 1人あたり所得成長率に過去 1年の成長率を用いている。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表12　ゴルカル党を被説明 変数とした推計結果

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹ ⑺ ⑻ ⑼ ⑽
OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit

ムスリム人口比率 0.071 0.710 0.071 0.507
（0.034）＊＊ （0.208）＊＊＊ （0.034）＊＊ （0.202）＊＊

イスラーム系学校数 0.009 0.072 －0.005 －0.099 －0.146 －0.755 －0.143 －0.778 －0.155 －0.871
（0.021） （0.111） （0.022） （0.112） （0.059）＊＊ （0.393）＊ （0.061）＊＊ （0.385）＊＊ （0.062）＊＊ （0.383）＊＊

ジャワ人比率 0.050 0.484 0.055 0.502
（0.016）＊＊＊ （0.101）＊＊＊ （0.016）＊＊＊ （0.097）＊＊＊

1人あたり所得成長率
　×与党ダミー（1999年ダミー） 0.181 0.878 0.220 1.093 0.150 0.023 0.215 0.252 0.013 －0.136

（0.086）＊＊ （0.375）＊＊ （0.091）＊＊ （0.372）＊＊＊ （0.121） （0.365） （0.119）＊ （0.430） （0.044） （0.160）
　×野党ダミー（2004年ダミー） 0.103 －0.060 0.108 0.994 0.247 －0.338 0.403 1.140 0.181 0.777

（0.174） （0.959） （0.158） （0.991） （0.148）＊ （0.878） （0.169）＊＊ （1.099） （0.075）＊＊ （0.556）
1人あたり所得
　×与党ダミー（1999年ダミー） －0.022 －0.126 －0.040 －0.072 －0.027 －0.016

（0.007）＊＊＊ （0.043）＊＊＊ （0.023）＊ （0.109） （0.023） （0.101）
　×野党ダミー（2004年ダミー） －0.015 －0.248 －0.030 －0.182 －0.020 －0.136

（0.007）＊＊ （0.040）＊＊＊ （0.022） （0.103）＊ （0.021） （0.093）
2004年ダミー －0.067 －0.222 －0.053 0.086 －0.073 －0.231 －0.047 －0.015 －0.048 －0.057

（0.008）＊＊＊ （0.043）＊＊＊ （0.014）＊＊＊ （0.066） （0.008）＊＊＊ （0.037）＊＊＊ （0.024）＊ （0.108） （0.024）＊＊ （0.107）
定数項 0.175 －2.447 0.183 －2.196 0.266 －1.402 0.282 －1.355 0.276 －1.370

（0.026）＊＊＊ （0.188）＊＊＊ （0.027）＊＊＊ （0.187）＊＊＊ （0.008）＊＊＊ （0.060）＊＊＊ （0.013）＊＊＊ （0.075）＊＊＊ （0.012）＊＊＊ （0.072）＊＊＊

州ダミー Yes Yes Yes Yes
県･市ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes

観察数 556 556 556 556 556 556 556 556 556 556
修正済み決定係数 0.71 0.68 0.71 0.70 0.77 0.85 0.77 0.85 0.77 0.85

（出所）　筆者推計。
（注）⑴　かっこ内は標準誤差（OLSでは分散不均一頑健標準誤差）。＊，＊＊，＊＊＊はそれぞれ10％， 5％， 1％水準で統計的に有意であることを示す。
　　⑵　⑼，⑽式は 1人あたり所得成長率に過去 1年の成長率を用いている。
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の
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3
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. 3
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と
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各
説
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何
％
ポ
イ
ン
ト
増
加
す
る
か
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ー
シ
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し
た
も
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⑵
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発
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国
民
信
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党
，
民
族
覚
醒
党
，
月
星
党
の
4
党
の
こ
と
で
あ
る
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　本項では，与党，野党という区分では現職指向型の業績投票が見出されな

いという第 3項での結果を受け，有権者は特定の政党に対してその業績を評

価して投票しているという仮説のもとで分析を行ってみた。しかしながら，

本項でも，有権者の業績投票を明確に裏付ける推計結果は1999年についてし

か得られなかった。多項選択ロジットモデルでの闘争民主党についてのみ両

年の総選挙において業績投票モデルの仮説と一致する結果が得られたが，そ

の値はゴルカル党はおろか，その他世俗主義系政党と比較しても非常に小さ

い。

　ただし，これまでの推計結果からは興味深い傾向が確認できた。それは，

ゴルカル党が 2つの選挙を通じて常に 1人あたり所得成長率が高い地域で得

票率を増やしている一方で，イスラーム系政党（多項選択ロジットモデルでは

主要イスラーム系政党）が 2つの選挙を通じて常に 1人あたり所得成長率が

高い地域ほど得票率を減らしているという結果である。この点については次

項の小括で合わせて議論する。

5．小括

　本節は，インドネシアにおける民主化後 2度の選挙を対象に，有権者が

「アリラン・ポリティクス」として概念化された社会宗教的な亀裂に従って

投票をしていると同時に，政権与党に対する業績評価という観点からも投票

を行っているという仮説にもとづいて推計を行った。

　まず，亀裂と投票行動の関係については，サントリとアバンガンの間では

っきりとした違いがあることがわかった。つまり，1950年代の議会制民主主

義期におけるインドネシア政治を強く規定したアリラン・ポリティクスは，

イスラーム対世俗主義という社会宗教的対立軸という点では，民主化後のイ

ンドネシアにおける選挙や政党システムに対していまだ大きな影響力を有し

ており，イスラーム系政党と世俗主義系政党では支持層が異なることが示さ

れたのである。
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　しかも， 2度の選挙を通じて，亀裂間の投票の移動も非常に少なかったこ

とがわかった。これらの選挙で政党の得票率が大きく上下したことが，民主

化後における亀裂投票の有効性を否定する議論の論拠となっていたわけであ

るが，その 2つの間の関係性は否定されたわけである。

　投票パターンが大きく変動しているにもかかわらず，亀裂間の投票移動が

少ないという分析結果は，選挙ヴォラティリティ（electoral volatility）の指標

を使っても確認できる29。2004年総選挙における全体的ヴォラティリティは

23で，かなり高い値となっている30。しかしながら，イスラーム対世俗主義

という対立軸をはさんだブロック間（亀裂間）ヴォラティリティの値は，わ

ずか1.5である。つまり，（ブロック内ヴォラティリティは21.5となるので） 2つ

の選挙の間で投票を移動させた有権者のうち93.7％が亀裂内で投票政党を変

えたことになる。何らかの理由で有権者は，1999年総選挙と2004年総選挙で

投票した政党を変えたわけであるが，その場合でもイスラーム対世俗主義と

いう亀裂を越えることなく，亀裂に従って投票を行っていたのである。その

意味で，アリラン・ポリティクスは，民主化後のインドネシアでも生きてい

るといえるだろう。

　一方，選挙ヴォラティリティの高さにも示されるように，有権者の投票行

動が変化したのも事実である。本章では，有権者が政権の業績に対する評価

も投票の基準にしているという仮説から，業績投票モデルにもとづく推計を

行った。しかしながら，有権者が経済状況を良好と判断したときに与党に投

票するという「現職指向投票」のメカニズムは明確なかたちでは見出されな

かった。1999年総選挙については， 1人あたり所得成長率の高い地域で与党

ゴルカル党が得票率を伸ばし，野党が得票率を下げるという業績評価型の投

票行動のパターンが見出されたが，2004年総選挙においては，多項選択ロジ

ットモデルにおける闘争民主党を除いて， 1人あたり所得成長率が高いほど

与党が得票率を減らすという，まったく逆の推計結果が得られた。

　推計結果のなかで興味深い点は， 2つの被説明変数について 2期間を通じ

て 1人あたり所得成長率と得票率の関係が常に同じになったことである。そ
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の第 1がスハルト時代の与党であるゴルカル党で，第 2がイスラーム系政党

である。ゴルカル党の得票率は常に 1人あたり所得成長率と正の関係にあり，

成長率が高くなるほど得票率が増えた。一方，イスラーム系政党の得票率は

常に 1人あたり所得成長率と負の関係にあり，成長率が高くなるほど得票率

が減る，つまり，成長率がマイナスであるほど得票率が増えたのである。こ

の推計結果は，民主化後のインドネシアにおいて，現職指向投票型の業績投

票とは別のかたちで経済の変動が有権者の投票行動の方向性を決定している

可能性があることを示唆している。

　本章では， 1人あたり所得成長率が高くなるほど与党の得票率が増えると

いう，非常に単純な現職指向投票型の業績投票モデルにもとづいた仮説を採

用し，その検証のために単純な誘導型で分析を行ってきた。1999年総選挙の

結果については仮説通り業績投票がみられるといえるが，前記のような経済

の変動とゴルカル党およびイスラーム系政党の得票率との関係について仮説

と異なる結果が得られたことは，仮説ないしはモデルを検討しなおす必要性

があることを意味している。

　他の新興民主主義途上国に関する既存の研究が指摘するように，経済状況

の好転が政権・与党への得票につながるという単純な業績投票モデルでは，

発展途上国における選挙をうまく把握しきれないことも多い。経済の不安定

性や有権者の経済的な脆弱さ，長期にわたる権威主義的支配，民主化と移行

過程における混乱など途上国に特有の要因が，経済変動と投票行動の関係を

考える際には重要である。このようなインドネシアの置かれた固有の環境と，

そのもとで投票を行う有権者のインセンティブを考慮しながら投票行動のモ

デルを検討すること，そしてそのモデルに沿ってさらなる実証分析を進める

ことが今後の大きな課題である。
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結論

　本章は，インドネシアの選挙を亀裂投票と業績投票という 2つのモデルか

ら分析した。1955年総選挙前後の政党政治を分析する枠組みとして提起され，

その後もインドネシア政治の基本的な参照枠組みであった「アリラン・ポリ

ティクス」が，それから40年以上たった現代インドネシア政治の分析におい

ても有効かどうか検証するという問題意識から本章の分析は始まった。

　民主化後 2度の総選挙を対象に，インドネシアにおける投票行動を計量的

に分析してみたところ，民主化後においても，サントリとアバンガンという

社会宗教的な亀裂がインドネシアの有権者の投票行動を大きく規定している

ことが確認されたと同時に，経済状況の変動が投票行動に影響を及ぼしてい

ることも明らかにされた。ただし，経済状況と投票行動の関係は，経済状況

が好調なほど政権与党に支持が集まる（経済状況が好調でないところほど野党

の得票が増える）という現職指向投票の仮説を明確に支持するものではなか

った。一方で，本章での推計では， 2回の総選挙を通じて 1人あたり所得成

長率が高いことがゴルカル党の得票率増加に， 1人あたり所得成長率が下が

るとイスラーム系政党の得票率増加につながっている，という結果が得られ

た。

　この推計結果は，単純な現職指向型の業績投票モデルには限界があること，

ならびに経済変動と投票行動の関係を理解するためには新たなモデルが必要

であることを示していると考えられる。たとえば，30年以上にわたりスハル

ト体制下における政府党として経済開発政策の策定と実施に深く関与してき

たゴルカル党に対しては，有権者の間で経済成長に関するその能力を評価し

たり，期待したりする認知が歴史的に形成され，それが民主化後も維持され

ている可能性がある31。つまり，与党，野党という区分ではなく，より広い

意味での「経済投票」という文脈（モデル）で分析する必要性があるのでは

ないだろうか。また，宗教を基盤とすることから，経済的平等や社会的公正
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を重視する傾向にあるイスラーム系政党は，経済開発政策においても，中小

企業や協同組合など経済的弱者の保護といった分配主義的な政策を指向しが

ちである。そのため， 1人あたり所得成長率が低い地域で，規制，保護，分

配などを期待する有権者がイスラーム系政党を支持した可能性もある32。東

ヨーロッパの旧共産主義諸国の分析においても，経済が選挙結果に及ぼす構

造的な影響を考える際には，政党の「タイプ」やアイデンティティといった

政党自身に特有なものを考慮することで，良好な経済状況から得票を伸ばし

やすい政党だけでなく，経済の悪化から得票を伸ばしやすい政党を理解する

ことができるという指摘がある（Tucker［2006: 6］）。これらの点については，

今後の課題として別の機会に論じたい。

　最後に，本章の研究上の貢献としては，インドネシアにおける亀裂投票と

業績投票についてパネル分析を試みた点が挙げられよう。これまでのインド

ネシアの投票行動に関する研究は，世論調査データを用いた場合にせよ，集

計データを用いた場合にせよ，クロスセクション分析にとどまっていた。本

章では，投票先を決定する明確なモデルを構築してそれを検証するまでには

至らなかったが，パネルデータとして分析することにより，より厳密な推計

を行った。

　しかし，現時点でインドネシアの投票行動を計量的に分析することの限界

も認識されなければならない。まず第 1に，データの制約という限界である。

本章での分析は， 2回だけの総選挙を分析対象としながらも，県・市を分析

レベルに設定して推計を行ったため，556のサンプル数を確保した。しかし，

時系列でみた場合，分析対象は 2回の総選挙のみであるうえ，その 2回の総

選挙も民主化直後と民主化後 2度目の選挙であるため，政党システム自体も

再編の途上にあると考えられる。そのため，有権者の投票行動も流動的な状

況だという可能性がある。経済状況と投票行動の関係を明らかにするために

は，ある程度のタイム・スパンのなかで継続的に実施された選挙の結果が必

要である。今後， 5年に 1度の総選挙が積み重ねられていくことに対して，

継続的なデータの収集と分析を行っていくことが重要である。また，民主化
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後に大きく改善したとはいえ，正確かつ適切な社会経済統計を入手すること

は決して容易なことではない。本章の分析においても，全国の県・市をカバ

ーする宗教別人口や民族別人口は 1時点のものしか入手することはできなか

った。サントリの代理変数についても，本章では全県・市についてデータが

入手可能であるということからイスラーム系学校数を使ったが，イスラーム

系学校の生徒数や教師数など，より適切だと考えられる統計も入手不可能と

いうことが多い。業績投票に関する変数についても，既存の研究では一般的

に使われるようなインフレ率や失業率などのデータが全県・市を対象にして

は存在しないなど，データの制約は大きい。

　そして第 2に，方法論上の限界である。本章で行った分析は，きわめて単

純かつ直感的な誘導型によるものにとどまっている。そのため，仮説と異な

る結果が出たあとにその解釈を考えざるをえなかった。本来であれば，検証

すべきモデルを構築したうえで推計を進めることが必要である。特に，マク

ロの経済状況がどのようにして有権者の投票行動に影響を及ぼしているのか

を明らかにするためには，世論調査データにもとづく分析も必要になってく

る（平野［1997: 92-95］）。たとえば，インドネシアにおいてはこれまで連立

政権が常態であったが，有権者は連立政権の政治的責任を明確に認識してい

るのか否かという点や，業績評価においては回顧的投票と展望的投票のどち

らが有効なのかという点など，世論調査データにもとづく分析で明らかにさ

れなければならない課題は多い。しかし，インドネシアにおいては，世論調

査データにもとづく投票行動研究はほとんど行われていない。そもそも，専

門の機関による全国レベルの世論調査も2004年総選挙を機に始まったばかり

である。

　しかし，これらの限界は，将来のインドネシアの投票行動研究には未踏の

領域が大きく広がっていることの証左でもある。今後，インドネシアで継続

的に選挙が実施されていけば，データの限界も方法論の限界も克服されてい

く可能性が十分にある。時系列データの蓄積や多国間比較などを通じた研究

が今後は重要になってくるだろう。その意味で，投票行動研究の継続性も同
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時に求められているのである。

補論

1．データ

　政党別得票数，有権者数データはジャカルタの総選挙委員会（KPU）で入

手した資料を使っている。棄権票数と無効票数は，1999年についてはそれぞ

れの値が得られたが，2004年については入手できなかった。なお，本章では

用いていないが，一般に公開されている選挙データとして，1999年総選挙に

おける主要政党の得票数が Ananta et al.［2004］から入手できる。2004年総

選挙の結果はウェブ上で公開されているが，いくつかの県・市では最終決定

が反映されていないなどの不備がみられる。

　ジャワ人比率ならびにムスリム人口比率は，2000年人口センサス（BPS

［2001］）から計算した。イスラーム系学校数は，村落潜在力調査（Sensus Po-

tensi Desa：Podes）の2000年版および2003年版から県・市ごとに集計したも

のを利用している。なお，Podes 2000は1999年に集められたデータであり，

Podes 2003は2002年に集められたデータである。

　 1人あたり所得成長率は以下のようにして計算した。まず，BPS［2000，

2003，2007］を用いて各県・市の実質域内総生産データ（非石油・ガス）を

入手し，1996年時の県・市レベルに集計したのち実質所得成長率（ 3年間の

指数平均）を出した。同時に，Podesを用いて県・市ごとの人口成長率（ 3

年間の指数平均）を計算し，両者の成長率の差を 1人あたり所得成長率とした。

　教育水準は，2000年人口センサスと2005年の人口センサス間調査結果

（BPS［2006a］）から計算したものを用いている。15歳以上人口数に占める中

学，高校，ディプロマ（短大卒相当），アカデミ（高等専門学校），大学それぞ
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れの卒業者数の割合を計算し，残りを小学校卒業以下の教育水準者割合とみ

なした。また，中学校卒業者の就学年数を 9年，高校は12年，ディプロマは

13.5年，アカデミは15年，大学は16年，そして小学校卒業以下については便

宜的に 5年とみなして，それぞれのシェアに掛け合わせ，各県・市の平均教

育年数を導出した。

　都市人口割合は，2000年人口センサスと2005年人口センサス間調査結果を，

貧困率は BPS et al.［2001］，BPS［2004］を用いている。

　以上の変数を1996年時の県・市水準に集計しなおしたのは，1996年から

1999年にかけての 1人あたり所得成長率を計算するためであることと，1999

年の県・市別貧困率が1996年時の県・市水準でしかデータが入手できなかっ

たためである。

　1996年時には294の県・市が存在したが，実際に得票率のパネルデータ分

析に利用したのは278である。サンプル数が少なくなっているのは，選挙デ

ータが入手できなかった県・市があったこと，有権者数を上回る有効投票数

が記録されている県・市（中スラウェシ州のバンガイ［Banggai］県，マルク州

のアンボン［Ambon］市，南カリマンタン州のバリト・クアラ［Barito Kuala］県）

や，極端に有効投票数割合が少ない市（西カリマンタン州のポンティアナック

［Pontianak］市）についてもサンプルから外したこと，そしてアチェ特別州

（2002年からナングロ・アチェ・ダルサラーム州に改称）については説明変数に

用いたデータが選挙時の情報としては正確さに欠けているおそれが特に強い

ことから今回は利用しなかった。アチェは，2005年に和平協定が結ばれるま

で30年間にわたって分離独立派と国軍が対立していた紛争地域であったこと

に加えて，2005年についてはアチェ州人口センサス（BPS［2006b］）が存在

するものの，その（人口センサス間調査ではなく）人口センサスをとった目的

が2004年12月に発生したスマトラ島沖大地震・津波の影響を測ることにあっ

たことから，そのデータを2004年の総選挙時の情報としては利用できない，

といったことが理由である。
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2．推計方法に関しての補足

　推計は STATA 9.2上で行った。多項選択ロジットモデルの推計は mlogitコ

マンドを用いている（得票数によるウェイト付けをして推計）。また，シミュ

レーションは mfxコマンドで計算させたものを紹介している。

［注］
⑴　本節は，川村［2008］の内容を本章での論点に絞って修正したものである。
より包括的なインドネシアにおける選挙の歴史と投票行動研究のレビューに
ついては，川村［2008］を参照していただきたい。
⑵　有効政党数は，政党の規模を考慮に入れたうえでカウントされた政党の数
で，極小政党など政党制を考えるうえであまり意味がない政党の数は反映さ
れない。有効選挙政党数は各党の得票率を二乗して合計した値の逆数である。
なお，政党の議席率で計算した場合は有効議会政党数が導き出される。

⑶　スハルト体制下におけるゴルカルは，職業別代表組織の集合体であり，公
式には政党としてみなされなかった。そのため，スハルト期の総選挙に参加
できるのは 2政党 1団体であるとされたが，ゴルカルは実質的には政党の機
能を果たしていた。ゴルカルのような政府と一体化した政党を「政府党」と
いう（藤原［1994］）。スハルト体制崩壊後の1999年 3月，ゴルカルは自らを
政党と宣言し，民主化後の選挙に臨んだ。ゴルカル設立の背景，経緯などに
ついては Reeve［1985］が詳しい。ゴルカルの組織構造については大形［1995］
を参照。
⑷　ただし，1955年総選挙においては人口の少ない外島では複数の州がひとつ
の選挙区とされた。一方，2004年総選挙ではジャワなど人口の多い州では，
複数の県・市からなる選挙区が州内に複数設けられた。
⑸　もちろん，この「アリラン」という概念に対して批判がないわけではない。
たとえば，この 3類型の分析上の問題点については，ヘフナー（Hefner［1987: 
533-535］）が次のように手短にまとめている。まず第 1に，プリヤイという
カテゴリーは，サントリ，アバンガンという文化宗教的なものと違って，「小
さき民」（wong cilik）に対する貴族を指す階級概念である。プリヤイのなかに
は，敬虔なイスラーム教徒，つまりサントリ的性格を持つ者も含まれる。こ
れに対して，階級と文化宗教的指向が最も一致するのがイスラーム商人であ
る。第 2に，ここに地域的な相違が絡んでくる。ジャワ文化の中心地である
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中東部ジャワだけをとっても，ジャワ島中部の南岸はアバンガンの文化圏で
ある一方，北岸はサントリの文化圏であるし，ジャワ島東部でもマドゥラは
サントリの文化的色彩が濃い地域である。また第 3に，アバンガンとサント
リの対立軸の歴史は実は比較的新しく，せいぜい19世紀に遡るにすぎない。
その意味で，この社会的亀裂は決して固定的なものではなく，歴史的に常に
変化していく可能性のあるものである。さらに，元来，ジャワ社会を分析す
るツールとして考え出されたこの概念を，インドネシアの他の地域に適用す
ることは妥当かという問題もある。詳しくは川村［2008: 52-53］参照。

⑹　インドネシア最初の1955年総選挙におけるイスラーム系政党の合計得票率
は約43.9％だった。民主化後の時期に比べると，イスラーム系政党の比重が大
きかったことがわかる。その意味では，1950年代に比べると，有権者のイス
ラーム政党に対する態度は（世俗化という方向で）変化しつつあるのかもし
れない。なお，1955年総選挙については，全参加政党の得票率についてのデ
ータが存在しないため，正確な数値は把握できない（KPU［2000］）。ただし，
「その他」として括られている小政党の得票率は2.71％で，そのなかの各政党
の得票率は0.1％以下だと考えられるため，この数値から大きく乖離すること
はないと考えられる。

⑺　アナンタらの研究では，サントリ・アバンガンという社会宗教的亀裂につ
いては適当な統計がないとして直接的には扱われていない。ここでは，宗教
（イスラーム）と民族（ジャワ）という変数が投票に及ぼす影響が大きいこと
が明らかにされている。ただし，それらの変数の影響力は一般に考えられて
いるよりも小さく，他の社会経済的変数（特に教育程度）が投票行動を規定
する力が大きいとされた。

⑻　これらの計量的な分析以外の論考で，アリラン・ポリティクスの有効性に
疑問を投げかけている議論には，見市［2005］，土佐［2000］などがある。
⑼　ただし，サントリ・アバンガンという社会的亀裂を計量分析の変数とする
際には，注意が必要である。なぜなら，アリランを構成するサントリ，アバ
ンガン，プリヤイという 3類型が実証分析のなかでどのように操作化される
べきかという点は，実は自明ではない。世論調査データを用いるのではなく，
集計データを使って分析を行う場合，このサントリ・アバンガンという社会
的亀裂にもとづく概念を操作化する必要があるが，概念定義が明確でなけれ
ばそれを構成する要素を確定することができない。その場合，研究者間でそ
れぞれ恣意的に指標が用いられることになり，同じ言葉を使っていながら論
じている内容が異なるという結果になってしまうおそれがある。

⑽　2004年に実施された史上初の大統領選挙は，本章における分析の対象外と
した。1999年には大統領は直接選挙ではなく国民協議会で選出されたため，
分析事例がひとつに限られてしまうこと，ならびに2004年の大統領選挙得票
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数データが多くの県･市で不完備なままであることがその理由である。なお，
2004年の 2回の大統領選挙データは総選挙委員会（Komisi Pemilihan Umum：
KPU）のホームページ（http://www.kpu.go.id/）から入手できる。
⑾　バイアスを取り除くために棄権を含めて分析する必要性については，たと
えば，アメリカ合衆国の大統領選挙について棄権を含む多項選択ロジットモ
デルで分析した Lacy and Burden［1999］を参照のこと。

⑿　1999年総選挙は27州319県・市で実施され，2004年総選挙は32州440県・市
で実施された。
⒀　本章では理論にもとづいたモデルを構築したうえで，その構造を検証する
というかたちでの推計を行っていない。本章では，できる限り多くの要因を
コントロールしたうえで，ある特定の説明変数と被説明変数との間に何らか
の関係があるかどうかを探るアプローチをとっている。

⒁　推計方法の詳細ならびに用いたデータの説明については補論を参照のこと。
⒂　1999年総選挙に参加したイスラーム系政党は，民族覚醒党，開発統一党，
国民信託党，月星党といった主要政党に加えて，正義党，信徒連盟党（Partai 

Nahdlatul Ummat：PNU），統一党（Partai Persatuan），マシュミ・インドネ
シア・イスラーム政治党（Partai Politik Islam Indonesia Masyumi：PPIM），
インドネシア・イスラーム同盟党（Partai Sarekat Islam Indonesia：PSII），信
徒覚醒党（Partai Kebangkitan Umat：PKU），インドネシア・ムスリム覚醒党
（Partai Kebangkitan Muslim Indonesia：KAMI），イスラーム信徒党（Partai Um-

mat Islam：PUI），アブル・ヤタマ党（Partai Abul Yatama：PAY），新インドネ
シア党（Partai Indonesia Baru：PIB），インドネシア国民連合連帯党（Partai 

Solidaritas Uni Nasional Indonesia：SUNI），平和愛好党（Partai Cinta Damai：
PCD），インドネシア・イスラーム同盟党1905（Partai Sarekat Islam Indonesia 

1905：PSII-1905），新マシュミ党（Partai Masyumi Baru），民主イスラーム
党（Partai Islam Demokrat：PID），インドネシア・ムスリミン信徒党（Partai 

Umat Muslimin Indonesia：PUMI）の計20政党である。2004年総選挙における
イスラーム系政党は，民族覚醒党，開発統一党，国民信託党，月星党，福祉
正義党，改革星党，インドネシア信徒連盟統一党（Partai Persatuan Nahdlatul 

Ummah Indonesia：PNUI）の 7政党である。
⒃　インドネシアにおける宗教と政治の関係は，もっぱら国家運営や国民統合
の原理をイスラームに置くか，世俗主義とするかという点から争われてきた。
人口ではわずか約 9％（2000年人口センサス）を占めるにすぎないキリスト
教徒は（これに対して，イスラーム教徒は総人口の約88％），政治的なイスラ
ーム（国家）化に反対する立場から，政治的には世俗主義の立場をとる。

⒄　1999年総選挙では，ゴルカル党と闘争民主党の 2政党だけで，世俗主義系
政党の得票の90％を集めている。2004年選挙では，闘争民主党の大敗で世俗
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主義系政党に占める 2政党の比率は大きく減少したが，それでも65％を占め
る。

⒅　2004年総選挙におけるゴルプット増加の別の要因として，新たに導入さ
れた複雑な選挙制度を原因とする技術的ミスも指摘できる（川村［2005a: 

42-44］）。
⒆　プサントレンは，寄宿制の伝統的なイスラーム学校を指す。プサントレン
では，生徒（これをサントリと称す）がそこを主宰するイスラーム導師（キ
ヤイ）と寝食をともにしながらイスラームの教義を学ぶ。プサントレンとそ
の主宰者であるキヤイは，ジャワの農村部を中心に，現在でも大きな影響力
を保っている。一方，マドラサは，20世紀初頭以降に近代的学校制度の導入
とともに西洋的教育が拡充されていく一方，イスラーム教育がプサントレン
を中心とした伝統的な制度に依存したままであることに危機感を抱いた都市
部の近代主義イスラーム主義者が導入したものである。マドラサは近代教育
を導入しつつ宗教教育を中心に据えた学校であり，他の一般学校が国家教育
省の管轄下にあるのに対して，宗教省の管轄にある。

⒇　ただし，結論を先にいうと，過去 1年間の 1人あたり所得成長率の効果は，
過去 3年間の成長率に比べると有意でなくなっている場合が多く，有意であ
る場合でも係数が小さいという推計結果が出ている。
21　第 3節第 1項のイスラーム系政党および世俗主義系政党に関する分析では
これらのコントロール変数を加えた推計結果の表を提示してあるが，与党，
闘争民主党，ゴルカル党に関する二項選択ロジットモデルの分析では，煩雑
さを避けるため，これらのコントロール変数を加えていない推計結果の表を
提示した。これらのコントロール変数を加えた推計結果については，付表 1
（pp. 322～323）を参照していただきたい。これをみればわかるように，コン
トロール変数を加えても，本章が業績投票の分析で注目している 1人あたり
所得成長率の係数に大きな変化はみられない。
22　ただし，表 4（p. 285）と表 5（p. 286）をみるとわかるように，亀裂間の
投票移動では，世俗主義系からイスラーム系に流れた割合よりも，イスラー
ム系から世俗主義系に流れた票の割合が若干多いことがわかる。
23　基本統計量（表 3［p. 278］）をみると，イスラーム系学校数が1999年から
2002年にかけて若干減少している。推計結果にもとづけば，このこともイス
ラーム系政党の得票率を2004年に減少させている要因のひとつとなる。

24　ジャワ島と外島の間の対立関係は，インドネシアの独立期にまでさかのぼ
る問題である。そこには，人口緻密で資源稀少なジャワ島（に住むジャワ人）
がジャカルタで政治経済権力を独占し，人口稀少で資源富裕な外島の富を
収奪しているという非ジャワ地域の不満が根底にある。1950年代には，ジャ
ワに対する外島の不満が爆発し，地方反乱というかたちで表面化した（松井
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［2002］）。その後も，ジャワによる政治経済支配が続いたため，外島の反ジャ
ワ感情は反中央感情へと転化し，地方分権化を求める声となっていった。な
お，ジャワ・バリ島と外島の間のジャワ人比率の違い（2000年人口センサス
では，ジャワ・バリ島のジャワ人比率が55.4％，外島は19.6％）が，ジャワ・
バリ島＝外島間でイスラーム系政党の得票率にどの程度違いが出てくるかを
計算する（表 7［pp. 288～289］の⑶式）と，他の条件が一定のもとでは，ジ
ャワ島でイスラーム系政党の得票率が約 7％ポイント下がることになる。一
方，ムスリム比率の違い（2000年人口センサスでは，ムスリム人口比率はジ
ャワ・バリ島で94.0％，外島で約78.9％）により，ジャワ島ではイスラーム系
政党の得票率は約 4％ポイント高くなる。
25　OLSや二項選択ロジットモデルではパネル分析を行ったが，多項選択ロジ
ットモデルではクロスセクション分析を行った。多項選択ロジットモデルの
パネル分析は，まだ研究の途上にあるため（北村［2005］），本章ではクロス
セクション分析にとどまっている。また，付表 1～ 3（pp. 322～327）からも
わかるように，多項選択ロジットモデルによる分析では，二項選択ロジット
モデルのときよりも多くの説明変数を加えている。二項選択ロジットモデル
では，2期間を通じて得票率に影響を与えている観察不可能な変数の影響を，
県・市ダミーを使ってコントロールしている（説明変数と誤差項との相関を
避けるためである）。これに対して，多項選択ロジットモデルでは，上述のよ
うにパネル分析が困難であるため，地域の違いを県・市ダミーでコントロー
ルできていない。そこで，できる限り地域間の違いをコントロールするため，
二項選択ロジットモデルのときよりも多くの変数を加えて推計を試みている。
26　本章では，経済の変動とゴルプットの関係について詳しく議論する余裕が
なかったが，これ自体は非常に興味深い研究課題である。多項選択ロジット
モデルの推計からは，2004年総選挙時に 1人あたり所得成長率が平均値から
1％増加すると，ゴルプットの割合が0.2％ポイント減少していることと，初
等教育水準以下の人口比が平均値から 1％ポイント増加すると，ゴルプット
の割合が0.47％ポイント増加するという結果が得られた。2004年総選挙では
1999年総選挙とは大きく異なる選挙制度が導入されたため，各地の投開票所
で大きな混乱が生じた（川村［2005b, 2005c］）。本文でも紹介したように，無
効票も全体では8.8％と前回を大きく上回っており，初等教育水準以下の人口
比が大きい地域では無効票率が高まっていた可能性がある。ただし，本章執
筆時点では，無効票数は県・市別でも州別でもデータを入手することができ
ていない。ところで，そもそも経済状況の変動は投票率を上昇させるのか，
それとも棄権が増えるのか，投票率の上昇（または棄権の増加）が特定の政
党に有利になるのかといった課題は，すでに発展途上国を対象とする研究で
も分析がされている。しかし，その結論は一致していない。たとえば，Pacek 
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and Radcliff［1995］や Aguilar and Pacek［2000］は，経済状況が悪化すると投
票率が上がり，それが野党や旧支配政党に対する投票の増加をもたらすと議
論したが，ザンビアの選挙を対象とした Posner and Simon［2002］では，経済
状況の悪化に対して有権者は野党に投票するよりも，棄権という選択をする
という結論が示されている。先進国と途上国にまたがる29カ国を分析対象と
した Radcliff［1992］は，経済の悪化が投票率に影響を与えるかどうかは福祉
国家の発展度により変わるが，その関係は非線形だと結論付けている。
27　国民議会の議席率 2％は，1999年総選挙に参加した政党が2004年総選挙に
も同じ政党として参加するための条件のひとつでもある。これは，小政党の
乱立を防止するために総選挙法（法律2003年第12号）のなかで定められた代
表阻止条項にあたる。
28　多項選択ロジットモデルでは，「その他イスラーム系政党」の2004年総選挙
時の 1人あたり所得成長率の係数が正の値となっている。これは，全イスラ
ーム系政党を被説明変数とした推計結果と異なる。その理由としては，イス
ラーム系主要 4政党だけで全イスラーム系政党の得票の72％を占めているた
め，主要 4政党に対する投票行動が全イスラーム系政党への投票行動に大き
く反映されてしまうことがあげられる。

29　選挙ヴォラティリティは，「連続する 2つの選挙間における選挙変動の総体
の測定方法」（Bartolini and Mair［1990: 19］）のことで， 2つの選挙間におけ
る政党得票率の差の絶対値の総和を 2で割ったものである（Pedersen［1979: 
4］）。この数値は， 2つの選挙の間で，全体としてどの程度の票が移動したか
を示す指標（全体的ヴォラティリティ［total volatility］）であるが，これはあ
る特定の政党グループ（ブロック）間のヴォラティリティ（ブロック・ヴォ
ラティリティ［block volatility］）と政党グループ（ブロック）内のヴォラティ
リティ（ブロック内ヴォラティリティ［within-block volatility］）に分けられる
（Bartolini and Mair［1990: 20-23］）。ブロック・ヴォラティリティは，一方の
ブロック内の政党の得票率の差の総和の絶対値と他方のブロック内の政党の
得票率の差の総和の絶対値を 2で割って得られる。ブロック内ヴォラティリ
ティは，全体的ヴォラティリティとブロック・ヴォラティリティの差である。

30　たとえば，ヨーロッパ13カ国における1885年から1985年の間の全体的ヴォ
ラティリティの平均は8.6である（Bartolini and Mair［1990: 68］）。新興民主主
義国のなかでも，1974年以降に民主化を経験した南ヨーロッパ諸国の全体的
ヴォラティリティの平均がおよそ11～15（Gunther and Montero［2001: 90］），
1980年代に民主化したラテンアメリカ諸国が20前後（Roberts and Wibbels

［1999: 576-577］）である。
31　たとえば，権威主義体制期の支配政党に対する支持を新興民主主義国の横
断マクロ・データを使って分析した Jhee［2008］の分析によると，①権威主
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義体制下における経済成長が権威主義体制期の支配政党に対する得票に大き
くプラスとなり，②政党を重要な政治基盤とした権威主義体制の場合，民主
化後もその旧支配政党が強い支持を保ち，そして，③民主化移行期の経済状
況は移行期の暫定政権に対する投票にほとんど影響しないという。

32　このように，有権者にはそれぞれ個人的に関心のある問題領域があり，そ
の問題領域に対して最も適切に対処できる政党に投票すると考えるアプロー
チを「政策指向投票」（policy-oriented voting）という。たとえば，アメリカ
連邦議会選挙においては，雇用問題に関心がある有権者は民主党に投票し，
インフレーションに関心がある有権者は共和党に投票することが明らかにさ
れている（Kiewiet［1981］）。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　付表 1　その他の社会経済的変数を加 えた場合のパネル分析結果

被説明変数 与党 ゴルカル党 闘争民主党
OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit

イスラーム系学校数 　0.028 －0.451 　0.060 －0.076 　0.023 －0.146 －0.127 －0.704 －0.143 －0.478 －0.138 －0.794 －0.190 －0.184 －0.200 －0.109 －0.219 －0.303
（0.073） （0.361） （0.072） （0.342） （0.078） （0.327） （0.062）＊＊ （0.386）＊ （0.056）＊＊ （0.376） （0.065）＊＊ （0.395）＊＊ （0.060）＊＊＊（0.337） （0.065）＊＊＊ （0.343） （0.064）＊＊＊ （0.347）

1人あたり所得成長率
×1999年ダミー －0.517 －1.845 －0.386 －1.253 －0.322 －0.813 　0.211 　0.231 　0.325 　0.989 　0.189 　0.436 －0.260 －1.572 －0.158 －0.756 －0.141 －1.083

（0.127）＊＊＊（0.459）＊＊＊ （0.133）＊＊＊ （0.470）＊＊＊ （0.118）＊＊＊ （0.463）＊ （0.122）＊ （0.435） （0.121）＊＊＊ （0.457）＊＊ （0.123） （0.466） （0.083）＊＊＊（0.440）＊＊＊ （0.083）＊ （0.455）＊ （0.079）＊ （0.485）＊＊

×2004年ダミー －0.393 －2.028 －0.342 －1.411 －0.237 －0.912 　0.390 　1.090 　0.524 　1.864 　0.371 　1.550 －0.108 －0.562 　0.011 　0.508 　0.041 　0.073
（0.201）＊ （1.175）＊ （0.206）＊ （1.144） （0.204） （1.125） （0.174）＊＊ （1.109） （0.183）＊＊＊ （1.106）＊ （0.169）＊＊ （1.088） （0.165） （1.100） （0.155） （1.064） （0.156） （1.163）

1人あたり所得
×1999年ダミー 　0.090 　0.403 　0.059 　0.260 　0.044 　0.185 －0.039 －0.068 －0.065 －0.252 －0.032 －0.118 　0.092 　0.384 　0.067 　0.183 　0.062 　0.269

（0.029）＊＊＊（0.121）＊＊＊ （0.032）＊ （0.122）＊＊ （0.029） （0.119） （0.024） （0.113） （0.025）＊＊＊ （0.115）＊＊ （0.023） （0.117） （0.022）＊＊＊（0.118）＊＊＊ （0.024）＊＊＊ （0.118） （0.023）＊＊＊ （0.125）＊＊

×2004年ダミー 　0.014 　0.051 　0.004 　0.027 　0.000 －0.005 －0.032 －0.190 －0.031 －0.170 －0.031 －0.229 　0.032 －0.007 　0.031 －0.017 　0.028 －0.041
（0.027） （0.111） （0.027） （0.107） （0.027） （0.105） （0.022） （0.103）＊ （0.022） （0.101）＊ （0.022） （0.102）＊＊ （0.020） （0.107） （0.020） （0.103） （0.020） （0.110）

貧困率
×1999年ダミー －0.016 －0.180 －0.047 －0.154 　0.017 －0.505

（0.071） （0.286） （0.063） （0.265） （0.058） （0.284）＊

×2004年ダミー 　0.148 　0.676 －0.102 －0.356 －0.025 －0.843
（0.103） （0.462） （0.098） （0.431） （0.080） （0.458）＊

平均教育年数
×1999年ダミー 　0.056 　0.250 －0.007 　0.039 　0.016 　0.186

（0.027）＊＊ （0.102）＊＊ （0.023） （0.096） （0.020） （0.097）＊

×2004年ダミー 　0.029 　0.104 －0.026 －0.099 　0.000 　0.054
（0.027） （0.102） （0.023） （0.095） （0.020） （0.098）

都市人口割合
×1999年ダミー －0.167 　0.282 　0.227 　0.594 －0.026 －0.657

（0.154） （1.267） （0.216） （1.234） （0.136） （1.333）
×2004年ダミー －0.309 －0.440 　0.253 　0.554 －0.093 －0.854

（0.158）＊ （1.269） （0.217） （1.237） （0.138） （1.334）
2004年ダミー －0.196 －1.011 　0.022 　0.128 －0.113 －0.594 －0.037 　0.025 　0.088 　0.909 －0.052 　0.044 －0.147 －0.777 －0.053 　0.044 －0.141 －0.734

（0.040）＊＊＊（0.156）＊＊＊ （0.062） （0.247） （0.030）＊＊＊ （0.114）＊＊＊ （0.032） （0.146） （0.049）＊ （0.235）＊＊＊ （0.024）＊＊ （0.111） （0.030）＊＊＊（0.149）＊＊＊ （0.045） （0.235） （0.023）＊＊＊ （0.120）＊＊＊

定数項 　0.482 　0.318 　0.076 －1.552 　0.567 　0.208 　0.291 －1.331 　0.347 －1.598 　0.188 －1.666 　0.256 －1.005 　0.155 －2.408 　0.287 －0.761
（0.024）＊＊＊（0.107）＊＊＊ （0.198） （0.743）＊＊ （0.059）＊＊＊ （0.515） （0.022）＊＊＊（0.100）＊＊＊ （0.169）＊＊ （0.692）＊＊ （0.086）＊＊ （0.598）＊＊＊ （0.018） （0.107）＊＊＊ （0.146） （0.723）＊＊＊ （0.053）＊＊＊ （0.563）

観察数 　556 　556 　556 　556 　556 　556 　556 　556 　556 　556 　556 　556 　556 　556 　556 　556 　556 　556
修正済み決定係数 　0.84 　0.89 　0.85 　0.90 　0.86 　0.90 　0.77 　0.85 　0.77 　0.86 　0.77 　0.86 　0.84 　0.92 　0.84 　0.93 　0.85 　0.92

（出所）　筆者推計。
（注）　かっこ内は標準誤差（OLSでは分散不均一頑健標準誤差）。＊，＊＊，＊＊＊はそれぞれ10％， 5％， 1％水準で統計的に有意であることを示す。なお，すべての推計で県･市レベルのパネル分
析となっている。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　付表 1　その他の社会経済的変数を加 えた場合のパネル分析結果

被説明変数 与党 ゴルカル党 闘争民主党
OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit OLS logit

イスラーム系学校数 　0.028 －0.451 　0.060 －0.076 　0.023 －0.146 －0.127 －0.704 －0.143 －0.478 －0.138 －0.794 －0.190 －0.184 －0.200 －0.109 －0.219 －0.303
（0.073） （0.361） （0.072） （0.342） （0.078） （0.327） （0.062）＊＊ （0.386）＊ （0.056）＊＊ （0.376） （0.065）＊＊ （0.395）＊＊ （0.060）＊＊＊（0.337） （0.065）＊＊＊ （0.343） （0.064）＊＊＊ （0.347）

1人あたり所得成長率
×1999年ダミー －0.517 －1.845 －0.386 －1.253 －0.322 －0.813 　0.211 　0.231 　0.325 　0.989 　0.189 　0.436 －0.260 －1.572 －0.158 －0.756 －0.141 －1.083

（0.127）＊＊＊（0.459）＊＊＊ （0.133）＊＊＊ （0.470）＊＊＊ （0.118）＊＊＊ （0.463）＊ （0.122）＊ （0.435） （0.121）＊＊＊ （0.457）＊＊ （0.123） （0.466） （0.083）＊＊＊（0.440）＊＊＊ （0.083）＊ （0.455）＊ （0.079）＊ （0.485）＊＊

×2004年ダミー －0.393 －2.028 －0.342 －1.411 －0.237 －0.912 　0.390 　1.090 　0.524 　1.864 　0.371 　1.550 －0.108 －0.562 　0.011 　0.508 　0.041 　0.073
（0.201）＊ （1.175）＊ （0.206）＊ （1.144） （0.204） （1.125） （0.174）＊＊ （1.109） （0.183）＊＊＊ （1.106）＊ （0.169）＊＊ （1.088） （0.165） （1.100） （0.155） （1.064） （0.156） （1.163）

1人あたり所得
×1999年ダミー 　0.090 　0.403 　0.059 　0.260 　0.044 　0.185 －0.039 －0.068 －0.065 －0.252 －0.032 －0.118 　0.092 　0.384 　0.067 　0.183 　0.062 　0.269

（0.029）＊＊＊（0.121）＊＊＊ （0.032）＊ （0.122）＊＊ （0.029） （0.119） （0.024） （0.113） （0.025）＊＊＊ （0.115）＊＊ （0.023） （0.117） （0.022）＊＊＊（0.118）＊＊＊ （0.024）＊＊＊ （0.118） （0.023）＊＊＊ （0.125）＊＊

×2004年ダミー 　0.014 　0.051 　0.004 　0.027 　0.000 －0.005 －0.032 －0.190 －0.031 －0.170 －0.031 －0.229 　0.032 －0.007 　0.031 －0.017 　0.028 －0.041
（0.027） （0.111） （0.027） （0.107） （0.027） （0.105） （0.022） （0.103）＊ （0.022） （0.101）＊ （0.022） （0.102）＊＊ （0.020） （0.107） （0.020） （0.103） （0.020） （0.110）

貧困率
×1999年ダミー －0.016 －0.180 －0.047 －0.154 　0.017 －0.505

（0.071） （0.286） （0.063） （0.265） （0.058） （0.284）＊

×2004年ダミー 　0.148 　0.676 －0.102 －0.356 －0.025 －0.843
（0.103） （0.462） （0.098） （0.431） （0.080） （0.458）＊

平均教育年数
×1999年ダミー 　0.056 　0.250 －0.007 　0.039 　0.016 　0.186

（0.027）＊＊ （0.102）＊＊ （0.023） （0.096） （0.020） （0.097）＊

×2004年ダミー 　0.029 　0.104 －0.026 －0.099 　0.000 　0.054
（0.027） （0.102） （0.023） （0.095） （0.020） （0.098）

都市人口割合
×1999年ダミー －0.167 　0.282 　0.227 　0.594 －0.026 －0.657

（0.154） （1.267） （0.216） （1.234） （0.136） （1.333）
×2004年ダミー －0.309 －0.440 　0.253 　0.554 －0.093 －0.854

（0.158）＊ （1.269） （0.217） （1.237） （0.138） （1.334）
2004年ダミー －0.196 －1.011 　0.022 　0.128 －0.113 －0.594 －0.037 　0.025 　0.088 　0.909 －0.052 　0.044 －0.147 －0.777 －0.053 　0.044 －0.141 －0.734

（0.040）＊＊＊（0.156）＊＊＊ （0.062） （0.247） （0.030）＊＊＊ （0.114）＊＊＊ （0.032） （0.146） （0.049）＊ （0.235）＊＊＊ （0.024）＊＊ （0.111） （0.030）＊＊＊（0.149）＊＊＊ （0.045） （0.235） （0.023）＊＊＊ （0.120）＊＊＊

定数項 　0.482 　0.318 　0.076 －1.552 　0.567 　0.208 　0.291 －1.331 　0.347 －1.598 　0.188 －1.666 　0.256 －1.005 　0.155 －2.408 　0.287 －0.761
（0.024）＊＊＊（0.107）＊＊＊ （0.198） （0.743）＊＊ （0.059）＊＊＊ （0.515） （0.022）＊＊＊（0.100）＊＊＊ （0.169）＊＊ （0.692）＊＊ （0.086）＊＊ （0.598）＊＊＊ （0.018） （0.107）＊＊＊ （0.146） （0.723）＊＊＊ （0.053）＊＊＊ （0.563）

観察数 　556 　556 　556 　556 　556 　556 　556 　556 　556 　556 　556 　556 　556 　556 　556 　556 　556 　556
修正済み決定係数 　0.84 　0.89 　0.85 　0.90 　0.86 　0.90 　0.77 　0.85 　0.77 　0.86 　0.77 　0.86 　0.84 　0.92 　0.84 　0.93 　0.85 　0.92

（出所）　筆者推計。
（注）　かっこ内は標準誤差（OLSでは分散不均一頑健標準誤差）。＊，＊＊，＊＊＊はそれぞれ10％， 5％， 1％水準で統計的に有意であることを示す。なお，すべての推計で県･市レベルのパネル分
析となっている。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　付表 2　与党・野党選択に関する多項選 択ロジットモデルの推計結果

与党 野党 ゴルプット
1999年 2004年 1999年 2004年 1999年 2004年

ムスリム人口比率 －0.610 －0.127 －0.614 －0.413 0.125 0.041
（0.001）＊ （0.001）＊ （0.002）＊ （0.001）＊ （0.002）＊ （0.001）＊

イスラーム系学校数 0.906 0.826 0.331 0.031 0.055 0.175
（0.001）＊ （0.002）＊ （0.002）＊ （0.002）＊ （0.002）＊ （0.002）＊

ジャワ人比率 1.467 1.102 0.444 0.202 0.489 0.558
（0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊

1人あたり所得成長率 －3.453 －1.087 －2.759 0.058 －2.153 －1.655
（0.005）＊ （0.011）＊ （0.007）＊ （0.011）＊ （0.007）＊ （0.012）＊

1人あたり所得 0.329 0.176 0.188 0.222 0.231 0.235
（0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊

貧困率 －0.326 1.468 0.423 2.041 0.002 1.260
（0.003）＊ （0.005）＊ （0.004）＊ （0.005）＊ （0.004） （0.005）＊

平均教育水準 －1.018 0.094 －1.373 －0.840 －0.085 0.257
（0.005）＊ （0.005）＊ （0.008）＊ （0.006）＊ （0.008）＊ （0.006）＊

初等教育以下の割合 －3.562 1.856 －8.083 －6.080 －0.064 1.102
（0.030）＊ （0.031）＊ （0.043）＊ （0.031）＊ （0.042） （0.032）＊

高等教育以上の割合 8.288 0.991 8.500 4.596 －1.409 －0.823
（0.048）＊ （0.040）＊ （0.070）＊ （0.041）＊ （0.067）＊ （0.041）＊

都市人口比率 1.329 1.014 0.149 0.864 0.387 0.612
（0.002）＊ （0.002）＊ （0.003）＊ （0.002）＊ （0.003）＊ （0.002）＊

定数項 9.522 －2.432 14.026 9.213 －0.508 －3.246
（0.056）＊ （0.057）＊ （0.081）＊ （0.058）＊ （0.079）＊ （0.059）＊

（出所）　筆者推計。
（注）⑴　基準カテゴリーはゴルカル党。かっこ内の数値は標準誤差。＊は 1％水準で統計的に有 意であることを示す。なお，尤度比検定の結果，1999年，2004年とも 1％水準で帰無仮説が棄却さ
れた。
　　⑵　与党とは，1999年から2004年にかけて政権を担っていた闘争民主党，開発統一党，国民 信託党，民族覚醒党，月星党を指す。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　付表 2　与党・野党選択に関する多項選 択ロジットモデルの推計結果

与党 野党 ゴルプット
1999年 2004年 1999年 2004年 1999年 2004年

ムスリム人口比率 －0.610 －0.127 －0.614 －0.413 0.125 0.041
（0.001）＊ （0.001）＊ （0.002）＊ （0.001）＊ （0.002）＊ （0.001）＊

イスラーム系学校数 0.906 0.826 0.331 0.031 0.055 0.175
（0.001）＊ （0.002）＊ （0.002）＊ （0.002）＊ （0.002）＊ （0.002）＊

ジャワ人比率 1.467 1.102 0.444 0.202 0.489 0.558
（0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊

1人あたり所得成長率 －3.453 －1.087 －2.759 0.058 －2.153 －1.655
（0.005）＊ （0.011）＊ （0.007）＊ （0.011）＊ （0.007）＊ （0.012）＊

1人あたり所得 0.329 0.176 0.188 0.222 0.231 0.235
（0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊

貧困率 －0.326 1.468 0.423 2.041 0.002 1.260
（0.003）＊ （0.005）＊ （0.004）＊ （0.005）＊ （0.004） （0.005）＊

平均教育水準 －1.018 0.094 －1.373 －0.840 －0.085 0.257
（0.005）＊ （0.005）＊ （0.008）＊ （0.006）＊ （0.008）＊ （0.006）＊

初等教育以下の割合 －3.562 1.856 －8.083 －6.080 －0.064 1.102
（0.030）＊ （0.031）＊ （0.043）＊ （0.031）＊ （0.042） （0.032）＊

高等教育以上の割合 8.288 0.991 8.500 4.596 －1.409 －0.823
（0.048）＊ （0.040）＊ （0.070）＊ （0.041）＊ （0.067）＊ （0.041）＊

都市人口比率 1.329 1.014 0.149 0.864 0.387 0.612
（0.002）＊ （0.002）＊ （0.003）＊ （0.002）＊ （0.003）＊ （0.002）＊

定数項 9.522 －2.432 14.026 9.213 －0.508 －3.246
（0.056）＊ （0.057）＊ （0.081）＊ （0.058）＊ （0.079）＊ （0.059）＊

（出所）　筆者推計。
（注）⑴　基準カテゴリーはゴルカル党。かっこ内の数値は標準誤差。＊は 1％水準で統計的に有 意であることを示す。なお，尤度比検定の結果，1999年，2004年とも 1％水準で帰無仮説が棄却さ
れた。
　　⑵　与党とは，1999年から2004年にかけて政権を担っていた闘争民主党，開発統一党，国民 信託党，民族覚醒党，月星党を指す。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　付表 3　政党選択に関する多項選択 ロジットモデルの推計結果

闘争民主党 その他世俗主義系政党 主要イスラーム系政党 その他イスラーム系政党 ゴルプット
1999年 2004年 1999年 2004年 1999年 2004年 1999年 2004年 1999年 2004年

ムスリム人口比率 －1.478 －1.381 －1.351 －0.928 1.508 1.404 1.562 1.812 0.135 0.054
（0.001）＊ （0.002）＊ （0.002）＊ （0.001）＊ （0.002）＊ （0.002）＊ （0.004）＊ （0.003）＊ （0.002）＊ （0.001）＊

イスラーム系学校数 0.578 0.345 0.068 －0.176 1.050 1.018 0.486 0.270 0.052 0.175
（0.002）＊ （0.002）＊ （0.003）＊ （0.002）＊ （0.001）＊ （0.002）＊ （0.002）＊ （0.003）＊ （0.002）＊ （0.002）＊

ジャワ人比率 1.629 1.513 0.557 0.438 1.296 0.838 0.336 －0.213 0.488 0.557
（0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.002）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊

1人あたり所得成長率 －3.144 －0.580 －1.694 －0.248 －3.812 －1.359 －3.860 0.489 －2.169 －1.645
（0.005）＊ （0.014）＊ （0.009）＊ （0.012）＊ （0.005）＊ （0.013）＊ （0.009）＊ （0.016）＊ （0.007）＊ （0.012）＊

1人あたり所得 0.324 0.052 0.103 0.206 0.384 0.279 0.324 0.275 0.235 0.236
（0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊

貧困率 －0.662 －0.717 0.537 2.287 0.269 3.214 0.305 0.898 0.012 1.267
（0.003）＊ （0.006）＊ （0.005）＊ （0.005）＊ （0.003）＊ （0.005）＊ （0.006）＊ （0.008）＊ （0.004）＊ （0.005）＊

平均教育水準 －1.398 －1.545 －1.053 －0.802 －0.668 0.975 －1.448 －0.850 －0.084 0.240
（0.006）＊ （0.007）＊ （0.010）＊ （0.006）＊ （0.006）＊ （0.006）＊ （0.011）＊ （0.007）＊ （0.008）＊ （0.006）＊

初等教育以下の割合 －5.833 －6.953 －6.991 －5.887 －1.798 6.206 －8.371 －6.479 －0.045 1.003
（0.034）＊ （0.038）＊ （0.053）＊ （0.034）＊ （0.034）＊ （0.034）＊ （0.060）＊ （0.042）＊ （0.042） （0.032）＊

高等教育以上の割合 8.068 11.563 －0.643 3.484 7.962 －5.645 13.417 4.858 －1.401 －0.746
（0.054）＊ （0.049）＊ （0.089）＊ （0.044）＊ （0.054）＊ （0.045）＊ （0.093）＊ （0.053）＊ （0.067）＊ （0.041）＊

都市人口比率 1.530 1.279 0.356 0.796 1.125 0.918 －0.068 0.945 0.388 0.612
（0.002）＊ （0.003）＊ （0.004）＊ （0.002）＊ （0.002）＊ （0.002）＊ （0.004）＊ （0.003）＊ （0.003）＊ （0.002）＊

定数項 13.773 15.025 11.279 8.869 3.192 －13.528 11.889 6.499 －0.541 －3.084
（0.063）＊ （0.070）＊ （0.100）＊ （0.063）＊ （0.065）＊ （0.063）＊ （0.113）＊ （0.078）＊ （0.079）＊ （0.059）＊

（出所）　筆者推計。
（注）⑴　基準カテゴリーはゴルカル党。かっこ内の数値は標準誤差。＊は 1％水準で統計的に有 意であることを示す。なお，尤度比検定の結果，1999年，2004年とも 1％水準で帰無仮説が棄却さ
れた。
　　⑵　主要イスラーム系政党とは，開発統一党，国民信託党，民族覚醒党，月星党のことであ る。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　付表 3　政党選択に関する多項選択 ロジットモデルの推計結果

闘争民主党 その他世俗主義系政党 主要イスラーム系政党 その他イスラーム系政党 ゴルプット
1999年 2004年 1999年 2004年 1999年 2004年 1999年 2004年 1999年 2004年

ムスリム人口比率 －1.478 －1.381 －1.351 －0.928 1.508 1.404 1.562 1.812 0.135 0.054
（0.001）＊ （0.002）＊ （0.002）＊ （0.001）＊ （0.002）＊ （0.002）＊ （0.004）＊ （0.003）＊ （0.002）＊ （0.001）＊

イスラーム系学校数 0.578 0.345 0.068 －0.176 1.050 1.018 0.486 0.270 0.052 0.175
（0.002）＊ （0.002）＊ （0.003）＊ （0.002）＊ （0.001）＊ （0.002）＊ （0.002）＊ （0.003）＊ （0.002）＊ （0.002）＊

ジャワ人比率 1.629 1.513 0.557 0.438 1.296 0.838 0.336 －0.213 0.488 0.557
（0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.002）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊

1人あたり所得成長率 －3.144 －0.580 －1.694 －0.248 －3.812 －1.359 －3.860 0.489 －2.169 －1.645
（0.005）＊ （0.014）＊ （0.009）＊ （0.012）＊ （0.005）＊ （0.013）＊ （0.009）＊ （0.016）＊ （0.007）＊ （0.012）＊

1人あたり所得 0.324 0.052 0.103 0.206 0.384 0.279 0.324 0.275 0.235 0.236
（0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊ （0.001）＊

貧困率 －0.662 －0.717 0.537 2.287 0.269 3.214 0.305 0.898 0.012 1.267
（0.003）＊ （0.006）＊ （0.005）＊ （0.005）＊ （0.003）＊ （0.005）＊ （0.006）＊ （0.008）＊ （0.004）＊ （0.005）＊

平均教育水準 －1.398 －1.545 －1.053 －0.802 －0.668 0.975 －1.448 －0.850 －0.084 0.240
（0.006）＊ （0.007）＊ （0.010）＊ （0.006）＊ （0.006）＊ （0.006）＊ （0.011）＊ （0.007）＊ （0.008）＊ （0.006）＊

初等教育以下の割合 －5.833 －6.953 －6.991 －5.887 －1.798 6.206 －8.371 －6.479 －0.045 1.003
（0.034）＊ （0.038）＊ （0.053）＊ （0.034）＊ （0.034）＊ （0.034）＊ （0.060）＊ （0.042）＊ （0.042） （0.032）＊

高等教育以上の割合 8.068 11.563 －0.643 3.484 7.962 －5.645 13.417 4.858 －1.401 －0.746
（0.054）＊ （0.049）＊ （0.089）＊ （0.044）＊ （0.054）＊ （0.045）＊ （0.093）＊ （0.053）＊ （0.067）＊ （0.041）＊

都市人口比率 1.530 1.279 0.356 0.796 1.125 0.918 －0.068 0.945 0.388 0.612
（0.002）＊ （0.003）＊ （0.004）＊ （0.002）＊ （0.002）＊ （0.002）＊ （0.004）＊ （0.003）＊ （0.003）＊ （0.002）＊

定数項 13.773 15.025 11.279 8.869 3.192 －13.528 11.889 6.499 －0.541 －3.084
（0.063）＊ （0.070）＊ （0.100）＊ （0.063）＊ （0.065）＊ （0.063）＊ （0.113）＊ （0.078）＊ （0.079）＊ （0.059）＊

（出所）　筆者推計。
（注）⑴　基準カテゴリーはゴルカル党。かっこ内の数値は標準誤差。＊は 1％水準で統計的に有 意であることを示す。なお，尤度比検定の結果，1999年，2004年とも 1％水準で帰無仮説が棄却さ
れた。
　　⑵　主要イスラーム系政党とは，開発統一党，国民信託党，民族覚醒党，月星党のことであ る。




